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静岡市清水ナショナルトレーニングセンター等管理運営業務仕様書 

 

 本仕様書は、静岡市清水ナショナルトレーニングセンター指定管理者募集要項と一体のものであり、

静岡市清水ナショナルトレーニングセンターの管理運営業務を指定管理者が行うに当たり、静岡市清

水ナショナルトレーニングセンター条例に定めるもののほか、静岡市（以下「市」という。）が指定

管理者に要求する管理運営の業務の内容及び範囲を示すものである。 

 

１ 設置目的・運営方針 
（１）施設の設置目的 

 市は、国内外のサッカーをはじめとするスポーツ選手の幅広い利用に供するとともに、市民の

健康の増進及びスポーツの振興に資することを目的とし、静岡市清水ナショナルトレーニングセ

ンター（以下「清水ナショナルトレーニングセンター」という。）を、設置する。 

   

（２）運営方針 
   ユニバーサルスポーツの聖地化構想における中核施設としての役割を担うとともに、宿泊機能

を活用した施設の利用誘致や、プロの試合や全国大会等を開催可能とするための高度な芝生管理

など、国内外のサッカーをはじめとするスポーツ選手の幅広い利用に供するとともに、市民の健

康増進及びスポーツの振興に資すること基本理念とする。 

   当施設は、市が推進する共生社会の実現に向けた拠点整備エリア内に立地していることから、

障がい者を含む多様な利用者がスポーツを楽しむことができる環境の形成に資するよう努めな

ければならない。 

さらに、当施設は、清水庵原球場、清水清見潟公園スポーツセンター、IAI パラスポーツパー 

クと地理的に近接しており、庵原地区におけるスポーツ・交流拠点の一体的な形成を市が目指し 

ていることを踏まえ、他施設との連携を図りながら面的な活用の最適化に貢献するよう努めなけ 

ればならない。 

 

（３）目標 
   数値目標は、次のとおりとする。 

  ア 施設の利用者満足度を 90％以上とする。 

イ 施設の年間利用者数を 195,800 人以上とする。 

 

【参考】収益化のポイントとなる個別設備及び事業に係る年間利用者数等の目標目安 

（ア）宿泊者への食事提供数を 22,000 食以上 

（イ）宿泊延べ人数を 5,500 人以上 

（ウ）教室参加者数を 25,900 人以上 
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（４）管理運営に関する基本的な考え方 
施設の管理運営にあたっては、設置目的を達成するため、法令や条例等を遵守するとともに、

円滑な運営及び施設設備の適切な維持管理に努めること。 

また、市スポーツ推進計画の内容を十分に理解し、同計画に沿った管理運営に努めるとともに、

市の推進する施策と相乗効果を発揮する運営に努めること。 

あわせて、指定管理者は「ユニバーサルスポーツの聖地化」事業の理念を十分に理解し、多様

な市民が共に楽しみ、支え合う共生社会の実現に寄与する事業等を積極的に推進するものとする。 

 加えて、指定管理者は、管理運営に当たり、利用者の平等利用の確保に努め、利用者に対して

不当な差別的取扱いをしてはならない。 

なお、正当な理由がない限り、施設利用を拒んではならない。 

その他、次のアからコまでの事項を遵守すること。 

 ア 公の施設であることを常に念頭において、公平な運営を行うこと。 

  イ 清水ナショナルトレーニングセンターの設置目的に則した管理運営を行い、その実現に向け

最大の努力を行うこと。 

  ウ 利用者の意見や要望を管理運営に反映させるなど、利用者本位の運営を行い、サービスの向 

上に努めること。 

  エ 効率的かつ効果的な管理運営を行い経費の節減に努めるとともに、環境負荷の低減と施設・

設備の良好な維持管理に努めること。 

  オ 常に善良な管理者の注意をもって管理に努めること。 

  カ 予算の執行に当たって、事業計画書等に基づき適正かつ効率的な運営を行うこと。 

  キ ごみの節減、省エネルギー等環境に配慮した運営を行うこと。 

  ク 個人情報の保護を徹底すること。 

  ケ 災害時、緊急時に備えた危機管理を徹底すること。 

  コ 市及び地域と密接に連携を図りながら管理運営を行うこと。 

 

２ 指定管理業務の内容 
（１）指定管理業務を行う施設 
  清水ナショナルトレーニングセンター 

  （ア）所在地   静岡市清水区山切 1487 番地の１ 

  （イ）規模    鉄筋コンクリート造 地下１階・地上４階建て 

           延べ床面積 7,645.48 ㎡ 

           敷地面積 67,719.00 ㎡ 

  （ウ）施設内容    

    ａ 天然芝グラウンド ２面 

    ｂ 人工芝コート ２面 

    ｃ ジョギングコース 
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    ｄ ウェイトリフティング練習場 

    ｅ センタービル 

    （ａ）地下１階 

       大会議室、温浴施設（クアプール含） 

    （ｂ）１階 

       トレーニングジム（フィットネスルーム含）、ロッカールーム、 

       レセプションラウンジ、総合受付、事務室、会議室 

    （ｃ）２階 

       アリーナ、チャイルドルーム、レストラン、談話室、会議室 

    （ｄ）３階 

       一般宿泊室、合宿室 

    （ｅ）４階 

       一般宿泊室 

    （ｆ）その他附帯設備 

  （エ）開館時期  平成 13 年４月 

 

（２）指定管理者が直接行う業務 
   施設の設置目的を達成するための主要な業務は、指定管理者が直接実施することを原則とし、

その全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

   ただし、主要業務が多岐にわたり、指定管理者のみでは実施が困難であると認められる場合な

ど、事前に市の承認を得た場合に限り、当該業務を直接実施することができる専門業者等に主要

業務の一部を委託することができる。（５頁（３）第三者に委託することができる業務を参照す

ること。） 

   委託に当たっては市の例に準じ、指定管理者と受託者の責任を明確化するとともに、公正で透

明な手続により実施しなければならない。委託業者を選定する際は、市内業者の優先的な選定、

官公需適格組合を含む中小企業者の受注機会の増大について可能な限り配慮されたい。 

   また、受託者から他の者への再委託はできない。 

  ア 利用者に対する業務 

  （ア）施設の使用許可及び利用の制限等に関すること。 

  （イ）施設の利用受付、利用方法等の案内及び指導等に関すること。 

  （ウ）施設利用者登録に関すること。 

  （エ）利用者及び周辺地域に対して誠意を持って対応すること。 

また、新たな施設の設置や、大規模な改修等に関し、指定管理者のみでは対応できない場

合は、市に報告し対応すること。 

  （オ）施設の年間利用計画を策定すること。 

  （カ）利用状況の把握と利用者状況報告書の作成 
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  （キ）利用の手引き等を作成し、電話等による利用者の問い合わせや相談に対応すること。 

  （ク）その他利用者に対して必要な業務 

  イ 施設の維持管理業務 

  （ア）施設を安全に管理し、指定管理業務を適切に実施するため、市と協議を行い、事務処理マ

ニュアルを作成すること。 

  （イ）施設設備、備品等の機能維持を図り、適正な利用に供するよう日常点検を行い、必要に応

じて部品交換や補修･修繕を行うこと。 

  （ウ）日常及び定期的な施設整備の点検と補修等の管理を行うこと。 

  （エ）災害対策のため防災･消防計画を策定し、関係機関と協議を行うとともに、防災訓練を実

施し緊急時に備えること。 

  （オ）事故等の対応について、関係者を指揮し緊急に必要な措置を講じるとともに、速やかに市

等関係機関に報告し、その指示に従うこと。 

  （カ）施設の管理業務日誌等諸帳簿を作成し、必要に応じて市に提出すること。 

  （キ）器具等を利用する利用者の安全確保及び機器等の適正な利用に供するよう器具の設置・片

づけ等を行うこと。 

  （ク）施設の使用前後の開閉錠及び点検を行うこと。 

  （ケ）駐車場・駐輪場の適正な管理を行うこと。 

  （コ）管理用品及び消耗品等を購入すること。 

  （サ）その他施設等の維持管理に必要な業務 

  ウ 清水ナショナルトレーニングセンター条例に伴う事業内容の業務 

  （ア）静岡市清水ナショナルトレーニングセンター条例第 16 条に伴う事業内容の業務 

    ａ スポーツ振興の啓発に係る教室、イベント等事業の企画・運営に関すること。別紙１「施

設を利用した各種催しの企画及び実施に関する業務」を参照すること。     

    ｂ 各種スポーツ教室、イベント等の開催に関すること。 

    ｃ センターの利用の許可に関すること。 

    ｄ センターの施設及び設備の維持管理に関すること。 

    ｅ その他市長が必要と認める事業 

エ 清水ナショナルトレーニングセンターの利用に係る料金（以下「利用料金」という。）の徴

収業務 

    清水ナショナルトレーニングセンター条例に基づき、適正に徴収すること。 

清水ナショナルトレーニングセンターは利用料金制を採用するので、利用料金収入は指定管

理者の収入とする。また、教室など指定管理者が主催するソフト事業の実施に伴う収入も指定

管理者の収入とする。 

    これらの利用料金の取扱いについては、受払簿の作成、記入等により適正に管理すること。 

  オ 利用促進業務 

  （ア）ホームページやＳＮＳ等を活用し、積極的に広報を行うこと。 
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  （イ）利用促進のためのスポーツ行事等企画を行うこと。 

  カ 教室、イベント等事業の実施業務 

  （ア）スポーツ振興に係る事業の企画運営に関すること。 

  （イ）スポーツ振興の啓発に関すること。 

    詳しくは、「別紙１ 施設を利用した各種催しの企画及び実施に関する業務」を参照するこ

と。 

  キ マイクロバス運転管理業務 

  （ア）利用者の利便性の向上のためのマイクロバス運転業務を行う 

  （イ）指定管理者は静岡市車両管理規程（平成 15 年 4 月 1 日訓令第 31 号）に準じて管理するも

のとする。 

  （ウ）運転においては、安全に万全を期すこと。 

  ク 宿泊利用者への食事提供業務 

  （ア）宿泊利用者へ食事の提供を行うこと。 

  （イ）提供する食事の内容・回数・提供時間等は利用者と調整のうえ決定すること。 

  （ウ）食品衛生法など各関係法令等を遵守して運営を行うこと。 

 

（３）第三者に委託することができる業務 
   次に掲げる施設、設備、機器等の維持管理に関する業務（設備の保守点検、修繕、清掃、警備

等）及び宿泊利用者への食事提供業務、運営効率化・省人化のために必要な業務については、第

三者に委託することができる。 

   委託に当たっては市の例に準じ、指定管理者と受託者の責任を明確化するとともに、公正で透

明な手続により実施しなければならない。委託業者を選定する際は、市内業者の優先的な選定、

官公需適格組合を含む中小企業者の受注機会の増大について可能な限り配慮されたい。 

   また、受託者から他の者への再委託はできない。第三者の使用は、全て指定管理者の責任にお

いて行い、当該第三者の責めに帰すべき事由により生じた損害は指定管理者の責めに帰する。 

   なお、契約に当たっては静岡市暴力団排除条例により、暴力団及び暴力団員等と密接な関係を

有する事業者は指定管理者からの委託を受けることができないため、指定管理者は、委託先に対

し「暴力団員に該当しないことの誓約書兼同意書」を提出するよう毎年度依頼し、その写しを提

出すること。 

   詳しくは、「別紙２ 施設、設備、備品等の維持管理及び修繕に関する業務」及び「別紙３ 施

設保守管理等仕様書」を参照すること。 

  清水ナショナルトレーニングセンターの業務内容 

  （ア）警備業務 

  （イ）清掃業務 

  （ウ）消防設備保守点検業務 

  （エ）自動開閉装置保守点検業務 
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  （オ）昇降機保守点検業務 

  （カ）空調設備保守管理業務 

  （キ）電気設備保守管理業務 

  （ク）建築設備等点検業務 

  （ケ）周辺樹木等維持管理業務 

  （コ）芝刈等維持管理業務（プロサッカー利用対応レベルを維持する。） 

  （サ）環境衛生管理業務 

  （シ）貯湯槽保守管理業務 

  （ス）プール設備保守点検業務 

  （セ）ＬＰＧバルクシステム保守点検業務 

  （ソ）ホテル情報システム保守点検業務 

  （タ）ウェルネスシステム保守点検業務 

  （チ）宿泊利用者への食事提供業務 

  （ツ）運営効率化・省人化に必要な業務 

  （テ）その他必要となる業務（例：敷地内における雑草木除去等） 

 

（４）市民アンケート調査及び利用者満足度調査の実施 
市民アンケート調査及び利用者満足度調査を年度ごとに実施し、分析を行って施設の管理運営

に反映するとともに、その結果を事業報告書（年度報告）の中で報告すること。 

  ア 清水ナショナルトレーニングセンターの利用者に限定しない者を対象とした、市民アンケー

ト調査を毎年度実施し、施設に対する認知度の実態を調査し、管理運営に活かすこと。 

  イ 清水ナショナルトレーニングセンターの利用者を対象とした利用者満足度調査を毎年度実

施し、施設に対する満足度、利用者の実態を調査し、管理運営に活かすこと。 

ウ 調査項目、対象人数、回数、調査時期については、市と協議の上、決定すること。 

 

（５）指定管理者による自己評価 
   毎年度終了後１か月以内に、市が行う年度評価と同様の方法により、当該年度の指定管理業務

について自己評価を行い、次年度以降の指定管理業務の改善を図るとともに、その結果を事業報

告（年度報告）の中で報告すること。 

 

（６）定期報告（月次報告） 
   指定管理者は、協定書で定める日までに次の事項を記載した前月分の月次報告書を提出するこ

ととする。 

  ア 施設利用状況（開場日数、稼働率、利用者数、申込数（施設利用、教室受講）等） 

  イ 問い合わせ数（問い合わせ内容別に集計すること。） 

  ウ 一般職員及び資格の必要な職員の配置状況（勤務実績） 
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  エ 業務実施状況（業務の名称、実施日、業務概要） 

    施設・設備の定期点検や第三者に委託した業務及び修繕の実施状況を含む。 

  オ その他指定管理業務の適切な実施を確認するために必要な事項  

  

（７）修繕の実施状況に関する協議 
   修繕業務の実施に当たっては、年度当初及び必要が生じた都度市と協議する。その際は、年度

当初に施設の修繕予算額報告書を、毎月の定期報告及び年度報告の際には修繕の実施結果が分か

る資料（様式は任意）を提出すること。 

 

（８）事業報告（年度報告） 
   毎年度終了後、１か月以内に以下の内容を添付した事業報告書（様式第 22 号）を提出するこ

と。 

  ア 管理業務の実施状況（事業計画との比較、修繕の実施状況） 

  イ 清水ナショナルトレーニングセンターの各施設利用状況（利用者数、稼働率、目標との比較、

利用拒否等の件数・理由、申込数等） 

  ウ 問い合わせ数（問い合わせ内容別に集計すること。） 

  エ 指定管理業務収支状況報告書（様式第 23 号） 

    収支報告書は、次の①から⑤の科目に区分することを基本とし、市と協議して決定すること。 

    ① 人件費 

    ② 事業費 

    ③ 施設費（光熱水費・委託費など） 

    ④ 管理費 

    ⑤ 管理費のうち利益相当分（他の科目と区分し、独立した科目として計上すること。 

  オ 財務諸表 

  カ 利用者からの意見・要望及び苦情の内容と対応状況 

  キ 利用満足度調査及び市民アンケート等の実施状況、考察（目標との比較） 

  ク 自己評価の結果 

 

（９）次年度以降の事業計画書等の作成 
   申請時に提案された事業計画を基本として、毎年度、市と調整を図った上で次年度の事業計画

書及び収支予算書を作成し、市が指定する期日までに提出すること。 

 

（10）障害者差別解消法への対応 
   公の施設の管理運営を行うことに鑑み、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平

成 25 年法律第 65 号）第８条第２項に定める障害者への合理的配慮の提供については、可能な限
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り、「静岡市における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応要領」及び「障がいのあ

る人への配慮マニュアル」に基づき対応すること。 

（11）暴力団排除条例への対応 
   暴力団の利益になる利用や不当な行為を受けたときは、「静岡市暴力団排除条例運用の手引」

に基づき対応を行うこと。 

 

（12）マニュアルの整備 
   施設を安全に管理し、指定管理業務を適切に実施するため、市と協議を行い、事務処理マニュ

アル及び危機管理マニュアル（火災や地震、事務事故等の非常時における危機管理体制などにつ

いて規定）を作成すること。 

 

（13）その他指定管理者が行わなければならない業務 
  ア 随時報告 

    事故や災害の発生のように緊急な事項や、指定管理者と金融機関の取引停止、指定管理者の

法人格の変更に関わる事項など指定管理の継続に影響がある事項については、随時、報告を行

うこと。 

  イ 協議の実施 

    指定管理者は、管理運営に関して、必要に応じ市と協議すること。 

  ウ 是正勧告 

    事業報告の検査の結果、指定管理者の業務が基準に満たしていないと判断した場合、是正勧

告を行い、当該勧告対象となった事項に改善がみられない場合、市は指定管理者に対する支払

の停止、支払額の減額又は指定管理者への指定の取り消しなどの措置を行うことがある。 

 

３ 指定期間 
 令和９年４月１日から令和 13 年３月 31 日まで ４年間 

 この期間は、静岡市議会での議決により決定する。 

 

４ 管理の基準等 
（１）開館時間等 
   開館時間及び休館日は、原則として以下のとおりとする。 

  清水ナショナルトレーニングセンター 

  （ア）開館時間 

    ａ グラウンド施設、アリーナ施設及びトレーニング施設 午前９時から午後９時までの時間 

    ｂ 宿泊施設 

    （ａ）宿泊利用の場合 午後３時から翌日の午前 10 時までの時間 

    （ｂ）休憩利用の場合 午前 10 時から午後３時までの時間 
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  （イ）休館日 

     12 月 29 日から翌年の１月３日までの日 

  （ウ）その他 

     特に必要があると認めたときは、指定管理者は市長の承認を得て、開館時間及び休館日を

変更することができる。 

 

（２）使用許可等の基準 
   指定管理者は、施設利用の許可権を有し、利用内容が公共施設の目的に沿ったものであること

を確認するとともに、利用の公平と平等を確保しなければならない。利用料金の減免基準、施設

利用に係る審査基準と処分基準は、清水ナショナルトレーニングセンター条例に基づき、当該処

分の処分庁である指定管理者が、市と協議のうえ定める（優先利用に関する基準も同様）。 

   また、この基準と標準処理期間を、静岡市行政手続条例第５条第３項及び同条例第６条の規程

により、当該施設において公表する。 

   以下のいずれかに該当するときは、清水ナショナルトレーニングセンターの利用を許可しない

ことができる。 

  ア 利用の不許可 

  （ア）公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあると認めるとき。 

  （イ）施設の管理上支障があると認めるとき。 

  （ウ）（ア）及び（イ）に掲げる場合のほか、条例及び規則に定められた事項に該当するなど、 

その利用を不適当と認めるとき。 

  イ 利用料金の減免 

    利用料金の減免に当たっては、減免基準を定め、適切な方法により利用者に通知すること。 

  また、以下の点に留意すること。 

（ア）市が公用のために利用する場合は、利用料金を免除することを認めるものとする。 

（イ）静岡市スポーツ協会加盟の協会または連盟が主催して行う年１回の市民大会（市民大会と

銘打つ年齢別、男女別、中学校・高等学校別等それぞれの大会を含む。）においては、利用

料金を免除することを認めるものとする。 

（ウ）静岡市中学校体育連盟が主催して行う事業においては、利用料金を免除することを認める

ものとする。 

（エ）特別支援学校及び特別支援学級が教育活動又はこれに類する目的のために利用する場合は、

利用料金を免除することを認めるものとする。 

（オ）障害者（身体障害者福祉法に規定する身体障害者手帳、児童福祉法に規定する児童相談所

又は知的障害者福祉法に規定する知的障害者更生相談所において発行する療育手帳、精神保

健及び精神障害者福祉に関する法律に規定する精神障害者保健福祉手帳の各手帳の交付を

受けた者をいう。）が利用する場合は、利用料金を減免することを認めるものとする。 
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（カ）特定医療費（指定難病）の支給認定を受けた者（難病の患者に対する医療等に関する法律

に規定する特定医療費（指定難病）受給者証又は登録者証の交付を受けた者をいう。）が利

用する場合は、利用料金を減免することを認めるものとする。 

（キ）小児慢性特定疾病医療費の支給認定を受けた者（児童福祉法に規定する小児慢性特定疾病

医療費受給者証の交付を受けた者をいう。）が利用する場合は、利用料金を減免することを

認めるものとする。 

 

（３）遵守すべき事項 
   指定管理業務の実施に当たっては、地方自治法、施設の設置条例及び同施行規則などのほか、

労働関係法令を遵守し、労働時間や労働賃金、雇用の形態など、適正な管理運営を行うこと。 

  ア 地方自治法 

  イ 静岡市清水ナショナルトレーニングセンター条例 

  ウ 静岡市清水ナショナルトレーニングセンター条例施行規則 

  エ 労働関係法令 

  オ その他関係法令 

 

（４）文書の管理及び保存 
   指定管理業務の実施に当たり、次に掲げる帳簿等を備え、施設の適正な管理運営に努めること。 

   また、作成又は取得した文書等は、市の文書事務に関する諸規程に基づいて、別途文書管理に 

関する規程等を定め、適正に管理及び保存する。 

  ア 管理に関する帳簿 

  （ア）事業日誌 

  （イ）施設運営に必要な諸規程 

  （ウ）年間事業計画及び事業実施状況表 

  （エ）職員に関する書類 

  （オ）設備及び備品に関する書類 

  （カ）その他管理に必要と思われる帳簿及び書類等 

  イ 利用者に関する書類 

  （ア）各種施設管理に係る申請書 

  （イ）その他必要と思われる書類等 

  ウ 会計経理に関する帳簿及び書類 

  （ア）収支予算及び収支決算に関する帳簿及び書類 

  （イ）金銭の出納に関する帳簿及び書類 

  （ウ）物品等の受払に関する帳簿及び書類 

  （エ）資金に関する帳簿及び書類 

  （オ）その他必要と思われる書類等 
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  エ その他管理運営業務に必要と思われる帳簿及び書類等 

 

（５）個人情報の取扱い 
   個人情報の取扱いについては、「別紙４ 個人情報の保護に関する取扱仕様書」に従って、十

分注意すること。 

   また、「静岡市防犯カメラ等の個人情報の保護に配慮した設置及び運用に関する要綱」に従っ

て、防犯カメラ等管理責任者を置くこと。 

 

（６）情報公開 
   指定管理業務を行うに当たり作成又は取得した文書等で、指定管理者が管理しているものの公

開は、別途情報公開規程等を定めるなど適正な情報公開に努めること。 

   なお、収支状況報告書等の市に提出された文書については、指定管理者のノウハウ等であって、

公にすることにより、当該申請団体の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのあ

るものを除き、公開する場合がある。 

 

（７）施設管理におけるリスク分担 
   市と指定管理者のリスク分担は、「別紙５ 市と指定管理者のリスク分担表」のとおりとする。 

   ただし、当該分担表で定める事項で疑義がある場合又は当該分担表に定めのない事項について 

は、市と指定管理者が協議のうえ、決定することとする。 

 

（８）災害時におけるリスク分担 
  ア 大規模災害以外の災害時のリスク分担、役割等 

    災害時及び緊急時における対応については、事業計画書に記載された内容及び施設の危機管

理マニュアル等により実施するものとする。 

  イ 大規模災害時のリスク分担、役割等 

    本市における公の施設には地震・風水害等の大規模災害発生時において、避難所等として極

めて重要な役割を担うことが想定されており、静岡市地域防災計画（以下「地域防災計画」と

いう。）に位置付けられている。 

    地域防災計画において、清水ナショナルトレーニングセンターは支援受入施設として位置付

けられているため、別途「災害時等における施設利用の協力に関する協定」を締結する。 

また、協定締結後は「指定管理者災害対応の手引－指定管理者制度導入施設避難場所等災害

対応マニュアル ひな型－」を参考に大規模災害時等の協力体制についてマニュアル等を整備

すること。 

  ウ 指定管理者は、災害時等の状況により、地域防災計画に定めのない事項について市から協力

を求められた場合は、それに協力するよう努める義務を負うものとする。 

 



12 
 

 

（９）賠償責任と保険の加入 
  ア 賠償責任保険 

    指定管理業務の実施に当たり、市の責任に帰すべき理由による事故により第三者に与えた損

害については、施設の設置者である市が賠償責任を負うが、指定管理者が行う管理に起因する

事故により第三者に与えた損害については、指定管理者が賠償責任を負う。 

    このいずれの理由にもよらない事故により第三者に与えた損害については、その賠償責任に

ついて、両者で協議することとする。 

    また、指定管理者に起因する火災等による施設の損壊についても、市は、指定管理者に対し

て損害賠償を請求することができる。 

    以上のことから、指定管理者は、想定される損害賠償請求に対応できるよう保険に加入する

こと。 

  イ その他保険 

    その他必要に応じた保険に加入すること。 

 

（10）備品 
ア 施設備品 

当該施設に必要不可欠な備品（施設備品）については市が用意する。市は、別表１「備品リ

スト」に記載のものを、無償にて貸与する。この場合、当該備品の所有権は市に帰属するため、

備品台帳等による管理を徹底するなど、静岡市物品管理規則（平成 15 年規則第 51 号）等に基

づき適正な管理に努めるとともに、指定期間が終了したときは、原状回復し、市に返却するこ

と。また、市の備品に破損、不具合等が生じた場合は、速やかに市へ報告すること。 

施設備品について、新たな備品の購入や、経年劣化等により更新の必要が生じた場合は、予

算の定める範囲において、市が必要と認めた場合に市が整備する。 

また、市と協議の上、指定管理者の負担で施設備品の更新や購入を行うことも可能とする。

この場合、当該備品の所有権は指定管理者に帰属するが、市との協議により市へ所有権を移転

することを妨げない。 

 

イ 事務用備品 

当該施設の管理運営業務の遂行に当たり必要とする備品（事務用備品）については、指定管

理者が費用を負担する。この場合、当該備品の所有権は指定管理者に帰属するが、市との協議

により市に所有権を移転することを妨げない。 

ウ 備品の適切な管理 

備品の管理にあたっては、市の備品と指定管理者の備品が混同しないよう、備品シールを貼

付するなどして適切に管理を行うこと。指定管理者の備品についても、備品台帳等による管理

を行うなど、市の備品に準じた管理を行うよう努めること。 
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（11）感染症への対応 
施設の管理運営やイベント等の開催に当たっては、市と協議の上、必要な対策等を講じること。 

 

５ 管理体制（組織） 
  管理運営業務は、必要な有資格者及び経験者等、適正な職員を配置するとともに、管理運営を効

率的に行うため適正な人数の職員を配置すること。 

また、配置する人員の勤務形態は、労働関係法令を遵守し、労働時間や労働賃金、雇用の形態な

ど、適正な管理を行うこと。 

（１）資格等 
ア 甲種防火管理者の資格を有している者を１人以上配置すること。 

イ 開場時間中は、普通救命講習修了者が常駐すること。 

ウ その他施設管理に必要な資格を有していること。 

 

（２）人員 
指定管理業務を円滑、安全に実施するため、次の人員を置く。 

   また、円滑な管理運営を行うに十分な知識と能力を有する職員を確保し、必要な組織体制を整

えること。 

  ア 施設を代表する責任者を、施設職員の中から１人選任すること。 

  イ 午前９時 00 分から午後６時 00 分までは職員９人、午後６時 00 分以降は７人、宿泊利用が

ある場合には午後９時 00 分から翌午前９時 00 分までは１人以上の職員を配置すること。 

    ただし、運営効率化や省人化に関する独自の提案がある場合は、施設の安全性及びサービス

レベルの維持・向上策と併せて提案すること。 

  ウ 配置する人員の勤務形態は、労働基準法等を遵守し、施設の管理運営に支障がないよう配慮

するとともに、利用者の要望に適切に応えられるものとすること。 

  エ 教室等事業の企画、利用者への案内・安全確保、機械設備保守管理及び施設内外の清掃等、

各種業務における責任体制を確立すること。 

 

（３）非常時の体制 
   自然災害、人為災害、事故及び自らが原因者･発生源になった場合等あらゆる緊急事態、非常

事態、不測の事態には、遅滞なく適切な措置を講じた上、市をはじめ関係機関に通報すること。 

  ア 危機管理マニュアルの作成 

    火災や地震、事務事故等の非常時における危機管理体制を整備するため、市と協議の上、危

機管理マニュアルを作成する。 

  イ 防火管理者の権限 

    防火管理者は管理権原者（静岡市長）から次に掲げる権限が付与される。 
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  （ア）消防計画の作成、見直し及び変更に関する権限 

  （イ）避難施設等に置かれた物を除去する権限 

  （ウ）避難又は防災上必要な構造及び設備の維持管理に関する権限 

  （エ）消火、通報及び避難訓練の実施に関する権限 

  （オ）消防用設備等の点検及び整備の実施に関する権限 

  （カ）不適切な工事に対する中断、器具の使用停止及び危険物の持ち込みの制限に関する権限 

  （キ）収容人員の適正な管理に関する権限 

  （ク）防火管理業務従事者に対する指示、監督に関する権限 

  （ケ）その他防火管理者の業務を遂行するために必要な権限 

 

  ウ 防火管理者の業務 

    防火管理者は次に掲げる業務を実施し、かつ、当該内容について十分な知識を有すること。 

  （ア）消防計画の作成、見直し及び変更に関すること。 

  （イ）避難施設等の管理に関すること。 

  （ウ）消火、通報及び避難訓練の実施に関すること。 

  （エ）消防用設備等の点検及び整備の実施に関すること。 

  （オ）火器の使用等危険な行為の監督に関すること。 

  （カ）収容人員の適正な管理に関すること。 

  （キ）防火管理業務従事者に対する指示、監督に関すること。 

  （ク）その他防火管理者として行うべき業務に関すること 

 

  エ ＡＥＤ研修会 

    ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の操作方法習得のため、定期的に施設職員に対する研修を実

施すること。 

 

（４）その他 
ア 事業計画書への明示 

    従事予定者や採用計画とともに、どのような業務をどのような体制で実施するのかを事業計

画に明示すること。 

イ 利用者数の実績                          （人） 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

利用者数 182,425 204,767 200,236 

 

６ 指定管理経費 
（１）指定管理料の上限額 

指定管理者が清水ナショナルトレーニングセンターの管理運営を行うために要する経費には、

市からの指定管理料と利用料金収入を充てるものとする。 
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指定管理料の上限額は次のとおりであり、申請者はこの範囲内で提案すること。た だし、上

限額は予算の議決により変更となる可能性がある。  

なお、指定管理者が収入する利用料金の見込額（72,384 千円）や事業費収入（教室受講料・

宿泊利用者への食事提供に係る収入）の見込額（51,226 千円）は控除した金額となっている。 

指定管理料上限額 171,076 千円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

（２）賃金水準及び物価水準の変動への対応 
   指定管理経費のうち賃金水準や物価水準の変動による影響を受ける経費について は、各水準

を測る指標等に一定以上の変動がみられた場合に、２年目以降の指定管理料を変更する仕組みで

ある「指定管理料スライド制度」を適用する。 

ただし、指定管理料スライド制度の詳細については、別紙６「静岡市指定管理料スライド制度

の手引」のとおりとし、スライド額の算出は、別紙７「指定管理料スライド額計算シート」によ

ることとする。 

＜経費別積算額＞                           （千円）  

 経費 
積算額（消費税及び地方消

費税を含む。） 

賃金水準の変動

に伴うスライド 

① 常勤職員の人件費 31,383 

② 臨時職員の人件費 51,416 

③ 人件費に連動する管理費 8,280 

物価水準の変動

に伴うスライド 

④ 事業費 52,391 

⑤ 施設費（光熱水費及び燃料費、

キャッシュレス決済手数料を

除く） 

101,496 

⑥ 事業費・施設費（光熱水費及

び燃料費、キャッシュレス決

済手数料を除く）に連動する

管理費 

1,541 

 

（３）積算経費 
指定管理料の積算経費については、以下のとおりとする。 

なお、年度ごとの業務に差異がない場合は、指定期間中の指定管理料の額は初年度の額を基本

とし、「６（２）賃金水準及び物価水準の変動への対応」を行う場合や特別な理由がない限り変

更や精算は行わない。 

ただし、指定管理料には、清水ナショナルトレーニングセンター内に設置されている自動販売

機等に係る光熱水費は含まない。 

ア 人件費（法定福利費含む） 

イ 管理費（福利厚生費、退職給付引当金繰入額等） 

ウ 事業費（謝金、消耗品費、印刷製本費、使用料、手数料、通信運搬費、委託料、食材費等） 

エ 施設費（消耗品費、印刷製本費、修繕費、通信運搬費、保険料、委託費、使用料、光熱水費、

燃料費等） 

オ 管理雑費 
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カ 消費税相当額 

 

（４）指定管理者の収入 
   指定管理業務に係る収入については、以下のとおりとする。 

  ア 市からの指定管理料 

  イ 事業費収入（教室受講料等） 

  ウ 利用料金 

 

（５）直近３年間の収支決算額 

  ≪参考：指定管理業務に係る直近３年間の収支決算額≫ 

  ア 指定管理業務に係る支出                      （千円） 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

人件費 87,210 99,436 106,608 

管理費 25,398 28,145 14,170 

事業費 81,571 88,520 88,416 

施設費 143,981 150,529 150,733 

管理雑費 607 456 61 

消費税相当額 9,821 10,953 10,844 

合計 348,588 378,039 370,832 

※指定事業の見直しに伴い、事業費の収支決算額が積算金額に比べ大きく下回っている。 

※宿泊者への食事提供に係る経費は含まれていない。 

 

イ 指定管理業務に係る収入                      （千円） 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

指定管理料 183,360 187,210 188,271 

事業費収入 8,602 8,387 9,565 

利用料金収入 63,585 76,389 74,817 

合計 255,547 271,986 272,653 

  ※宿泊者への食事提供に係る収入は含まれていない。 

 

なお、条例に定める利用料金の限度額と現在の利用料金については、別表２「利用料金の限度額

と現在の利用料金」のとおり。 

 

（６）利用料金の帰属 
指定管理期間開始前に現指定管理者が販売した回数券や定期利用券の代金、事前予約により収

納した利用料金は、現指定管理者の収入とする。 

   指定管理者は、これらの回数券や定期利用券、利用料金が事前収納された予約の利用があった

ときは、サービスの提供を行わなければならない。 

   なお、この取扱いは次回更新時も同様とする。 

 

（７）支払方法 
   指定管理料は概算払いとし、年４回の分割払いとする。 
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支払期限については、協定書で定める金額を指定管理者の請求に基づいて支払う。 

 

（８）光熱水費等（電気料金、ガス料金、水道料金、燃料費）の精算 
ア 光熱水費及び燃料費の取扱い 

価格が安定するまでの間、光熱水費及び燃料費は、基準額と年度の実績額を比較し、年度協

定期間終了後に当該差異を生じた額について精算を行う。ただし、基準額は、募集時に市が提

示した光熱水費及び燃料費の積算額に指定管理料上限額（171,076,000円）に対する請負率を

乗じて得た額とする。 

光熱水費及び燃料費の積算額 47,979,800円（消費税及び地方消費税を含む。）  

イ 光熱水費及び燃料費の精算方法 

（ア）当該年度光熱水費及び燃料費の実績額が、光熱水費及び燃料費の基準額を上回る場合 市

は、指定管理者に、実績額が基準額を上回る金額を通常払で支払う。  

（イ）当該年度光熱水費及び燃料費の実績額が、光熱水費及び燃料費の基準額に満たない場合 指

定管理者は、市に、実績額と基準額の差額を返還する。 

 
（９）キャッシュレス決済手数料の精算 

ア キャッシュレス決済手数料の取扱い 

キャッシュレス決済手数料は、基準額と年度の実績額を比較し、年度協定期間終了後に 

当該差異を生じた額について精算を行う。ただし、基準額は、募集時に市が提示したキャッシ 

ュレス決済手数料の積算額に指定管理料上限額（171,076,000円）に対する請負率を乗じて得

た額とする。 

キャッシュレス決済手数料の積算額 199,100円（消費税及び地方消費税を含む。） 

  イ キャッシュレス決済手数料の精算方法 

（ア）当該年度キャッシュレス決済手数料の実績額が、キャッシュレス決済手数料の基準額を

上回る場合 

市は、指定管理者に、実績額が基準額を上回る金額を通常払で支払う。 

（イ）当該年度キャッシュレス決済手数料の実績額が、キャッシュレス決済手数料の基準額に

満たない場合 

      指定管理者は、市に、実績額と基準額の差額を返還する。 

 

（10）施設の改修及び設備等の更新に伴う協定変更 
   施設の改修工事や設備の更新等を行うときは、利用調整をする等、その実施に協力しなければ

ならない。 

   なお、改修等の結果、指定管理料の算定に差異が生じることとなった場合は、市と指定管理者

で協議の上、協定を変更することができる。 
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また、変更協定により、指定管理料の精算が生じた場合は、市及び指定管理者は速やかに精算

をすること。 

 

（11）指定管理業務を対象とした国庫補助金等の取扱い 
   指定管理業務の実施に当たり、指定管理者が受けることのできる国や地方公共団体、独立行政

法人等の補助制度があるときは、これを積極的に活用していくこと。 

   ただし、指定管理業務を対象として国庫補助金等の交付を受けた場合は、同一の業務に対して

指定管理料と国庫補助金等の両方が重複して収入されることになるため、精算等の手続が必要と

なる場合がある。 

   したがって、国庫補助金等の申請を行う際は必ず事前に市に報告し、その取扱い方法について

協議を行うこと。 

 

（12）その他 
  ア 指定管理者は、管理運営にかかる経理事務を行うに当たり、会計処理の透明性確保の観点か

ら、自身の団体と独立した会計帳簿書類及び経理規程を設けなければならない。 

  イ 指定管理者は、本事業に関連する出入金の管理を、自身の団体の銀行口座とは別の口座で管

理しなければならない。 

なお、指定管理者が当該施設の管理運営のために使用する預金口座は、１施設当たり１口座

を原則とする。 

 

７ その他 
（１）事務引継 
   指定期間が終了し、指定管理者が交代する際は次の指定管理者の候補者が円滑かつ支障なく、

運営管理業務を実施することができるよう、必ず引継ぎを行わなければならない。 

   また、初回の引継ぎでは、市が立ち会った上で引継ぎの日程、方法及び項目を決定するものと

する。 

   なお、引継ぎに係る経費は候補者が負担するが、静岡市議会で指定管理者の指定議案が否決さ

れた場合には、それまでに負担した準備経費等は補償しない。 

 

（２）文書引継 
   指定管理者が指定管理業務を実施する上で作成した文書、収集した文書等については、市に引

き継ぐものとする。 

   なお、市は必要に応じて次期の指定管理者に当該文書を引き継ぐ。 
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（３）利用料金の決定 
   利用料金は、指定管理者が、静岡市清水ナショナルトレーニングセンター条例別表に定める利

用料金の限度額の範囲内において、あらかじめ市長の承認を受けて定めることとする。 

 なお、市の施策その他の事情により利用料金の上限額を見直す必要が生じた場合には、市は当 

該上限額を改定する。 

 

（４）目的外使用許可等 
   電柱等の設備の設置許可については、指定管理者の業務範囲外であるため、市が行政財産の目 

的外使用許可等を行い、使用料を徴収するものとする。 

   また、自動販売機の設置は目的外使用許可ではなく、市が貸付により直接行うこととし、その 

貸付料は市の収入とする。 

なお、事業者については市が一括して公募する。（自動販売機の光熱水費及び維持管理費にお

いては、設置業者から直接その経費を収受するものとする。） 

その他売店等の業務を実施する場合は、目的外使用許可を得ること。 

施設の目的外使用をする場合は、毎年度、市に対して目的外使用許可申請をしなければならず、

使用料の支払いが必要となる。 

 

（５）市主催事業等への協力等 
  ア 市が主催する事業等は、優先的に実施できるよう市と協議すること（貸館、広報物の掲示等

含む。）。 

  イ 類似公共施設の広報物の掲示等、ＰＲの相互協力を行うこと。 

  ウ 市が行う防災訓練や災害時の対応に協力すること。 

 

（６）監査への協力 
   市の監査委員による監査及び外部監査人による監査の対象となった場合には、積極的に協力し 

  なければならない。 

   また、監査委員等が市の事務を監査するために必要があると認める場合、市は帳簿書類その他 

  の記録を指定管理者に提出させるとともに、監査会場への出席を求め、実地に調査することがで 

きる。 

 

（７）原状回復 
   指定期間の満了や指定取消があった場合には、市が認める場合を除いて、当該施設を速やかに 

原状に回復しなければならない。 
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（８）法改正等に伴う光熱水費の購入方法の見直しについて 
   電力・ガスの小売全面自由化に伴い、電力会社・ガス会社や料金メニューを自由に選択するこ

とが可能となったことから、指定管理者は積極的に購入方法の見直しを行い、経費節減等に努め

ること。 

   ただし、購入方法を変更した日から１年間の電気料・ガス料金の実績と、前年の同期間におけ 

  る電気料・ガス料金の実績との間に 10％以上の変動があった場合には、その 10％を超える部分 

について精算を行うこととする。精算方法等については別途市と協議の上決定する。 

   なお、見直しに当たっては以下の点に留意すること。 

  ア 契約しようとする電力会社・ガス会社が、小売電気事業者・小売ガス事業者として経済産業 

   省の登録を受けていること。 

  イ 指定管理者と電力会社・ガス会社の間で、事故発生時等の緊急対応の体制が整備されている 

   こと。 

  ウ 相手方との契約期間は指定期間内とすること。 

 

（９）清水ナショナルトレーニングセンター運営見直しに係る業務への協力 
   指定管理者は、市が清水ナショナルトレーニングセンターの中長期的な運営手法の見直しにあ

たり実施する調査・分析・検討等（以下「見直し業務」という。）に対し、誠実に協力しなけれ

ばならない。 

  協力の内容は、次に掲げるものとする。 

 ア 市または市が委託する事業者からの要請に基づき、必要な経営情報・施設運営に関する実績

データ・再委託の状況等を期限までに提供すること 

  イ 市または市が委託する事業者による現地調査、ヒアリング、運営状況の確認等に協力するこ 

   と 

  ウ その他、市が見直し業務の遂行に必要と認めた協力行為 

 

（10）適格請求書等保存方式（インボイス制度）への対応について 
利用料金等（指定事業・自主事業による収入を含む）を徴収した相手方から適格請求書（イン

ボイス）の交付を求められた場合、指定管理者はインボイスを交付する。 

なお、交付したインボイスの写しは７年間保存しておくこと。 

 

（11）「しずおか地域クラブ活動」への協力について 
   指定管理者は、令和９年９月から実施される「しずおか地域クラブ活動」が地域にお 

けるスポーツ振興に資するものであることを踏まえ、公共施設としての社会的役割を担い、「し

ずおか地域クラブ活動運営方針」に沿って協力するものとする。 
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（12）指定の取消等 
  ア 指定管理者が倒産し、又は指定管理者の財務状況が著しく悪化した場合及び指定管理者の責 

   めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合は、市は指定を取り消すことができ 

る。この場合に生じた損害は指定管理者が市に賠償するものとする。 

  イ 指定管理者が市の指示に従わないときは、その指定の取消し、又は期間を定めて管理の業務

の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

  ウ 不可抗力等、市及び指定管理者双方の責めに帰すことができない事由により、業務の継続が 

困難になった場合には、市と指定管理者の間で協議を行い、その結果事業の継続が困難と判断 

した場合は、市はその指定を取り消すことができる。 

  エ 前記のほか、事業の継続が困難となった場合の措置については、双方が誠意を持って協議す 

る。 

   市と指定管理者のリスク分担等の一覧は、「別紙５ 市と指定管理者のリスク分担表」のとお 

りとする。 

 

（13）その他 
  ア 職員の指導監督を行うとともに、職員の資質を高めるため、研修を実施するなど施設の管理 

運営に必要な知識と技術の習得に努めること。 

  イ 利用者のニーズ、情報等を把握し、サービスの向上に努めること。 

 

（14）協議 
   この仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処理に関し疑義が生じた場合 

には、市と指定管理者と協議して決定する。 

 



別紙１ 施設を利用した各種催しの企画及び実施に関する業務 

 

清水ナショナルトレーニングセンターの設置目的を達成し、施設の利用率を高めるために、

以下に掲げた事業を実施すること。また利用者のニーズに応じた講座等の各種自主事業を積

極的に実施すること。 

 なお、以下１、２による事業の区別をし、記録（帳簿等）簿の作成をすることとする。 

 

１ 市の施策により実施する教室等（以下「指定事業」という。） 

指定事業は、市のスポーツ推進計画に沿った事業である。事業内容においては、年度開

始前の市が指定する日までに、実施計画書を提出した後、教室等の内容、参加料、回数、

区分等について協議し、承認を得て実施すること。また、参加者から受講料を徴収するこ

とは可能であるが、実費相当額の受講料とすること。 

 

２ 市の施策に準じて実施する教室等（以下「自主事業」という。） 

  施設の設置目的に合致し、かつ本業務の実施を妨げない範囲において、清水ナショナル

トレーニングセンターの事業目的達成、活性化のため、指定管理者の責任と費用により自

主事業を実施することができる。 

  自主事業の実施に当たっては、教室等の目的や対象、内容等に沿った受講料金を設定す

ることができるものとする。 

  また、1,500 回分の自主事業は、施設利用料を免除することができる。ただし、施設の

設置目的に合致する内容や市スポーツ推進計画等に沿った内容に限る。なお、自主事業の

実施において、損失が生じた場合、市は補填を行わない。 

 自主事業の計画においては、年度当初の事業計画に盛り込むこと。なお、年度途中に新

たな事業の実施に当たっては、市と協議すること。 

自主事業の企画･実施に当たっては、利用者の要望･意見に配慮するとともに、施設の他

の利用者にも配慮すること。 

 

３ 著作権について 

  指定・自主事業等の遂行に伴い使用する音楽等において、著作権法等関係法令を遵守し、

指定管理者が申請を行い、費用についても指定管理者の負担とする。 

項目 対象者 開催回数 

子どものスポーツ活動の推進 第２期静岡市スポーツ推進計画  

基本方針１ 施策の柱１ 基本施策① 

 １ 子どもの運動機能向上教室 小学生以下 ― 

 ２ 子どもの水泳能力向上教室 小学生以下 ― 

 ３ 親子の運動教室 未就学児と親 ― 

 ４ 子どものスポーツ体験教室 小学生以下 ― 

障がいのある人のスポーツ活動の推進 第２期静岡市スポーツ推進計画 

 基本方針１ 施策の柱１ 基本施策④ 

 １ ユニバーサルスポーツ教室 障がい者・健常者 ４８ 

 ２ ユニバーサルスポーツイベント 誰でも １ 

多様な世代で楽しむスポーツ活動の推進 第２期静岡市スポーツ推進計画 

 基本方針１ 施策の柱１ 基本施策⑤ 

 １ 市民の健康維持教室 18 歳以上 ― 



別紙２ 施設、設備、備品等の維持管理及び修繕に関する業務 

   

敷地内外の全ての施設設備の運転と保守管理を行うとともに、効率的な運営を図り環

境負荷を低減させること。 

１ 施設が保有している一般的な諸設備全般の運転と保守管理 

（１）警備業務 

   施設内の防犯、防火及び防災に万全を期し、利用者が安心して利用できる環境を 

確保するとともに、異常を発見した場合は直ちに適切な措置を講じること。 

 

（２）清掃業務 

良好な衛生環境、美観の維持に心がけ、公共施設として快適な空間を保つために 

必要な清掃業務を実施すること。 

ア 日常清掃 

清掃の実施頻度等その内容については、指定管理者が施設の利用頻度等に応じ 

   て適切に設定すること。衛生消耗品類は、常に補充された状態にすること。 

イ 定期清掃 

床洗浄ワックス塗布等については、指定管理者が施設の利用頻度等に応じて定 

   期的に行うこと。 

ウ 特別清掃 

指定管理者は、日常清掃及び定期清掃のほかに、必要に応じて清掃を実施し、 

   施設の適切な環境衛生、美観の維持に努めること。 

 

（３）消防設備保守点検業務 

施設内の消防設備の保守管理を適正に行うことにより、火災発生の予防に努め、 

  異常を発見した場合は直ちに適切な措置をとるなど、適法性及び各設備機器の耐久 

性を確保するため、消防法等の関係法令に基づき点検を行うこと。機器点検は６ヶ 

月に１回、総合点検は年１回実施すること。 

 

（４）自家用電気工作物保安管理業務 

  ア 指定管理者を「経済産業省主任技術者制度の解釈及び運用(内規)」１．（２）に規定

の「みなし設置者」とする。なお、みなし設置者に関する必要な事項は次のとおりと

する。 

  （ア）みなし設置者は、当該自家用電気工作物の維持・管理の主体であって、当該自家

用工作物について、電気事業法第 39 条第１項（自家用電気工作物を設置する者は、

事業用電気工作物を経済産業省令で定める技術基準に適合するように維持管理しな

ければならない。）の義務を果たす責任を有する。 



  （イ）自家用工作物の工事、維持及び運用の保安を確保するにあたり、主任技術者とし

て選任する者の意見を尊重すること。 

  （ウ）自家用工作物の工事、維持及び運用に従事する者は、主任技術者として選任する

者がその保安のためにする指示に従うこと。 

  （エ）主任技術者として選任する者は、自家用電気工作物の工事、維持及び運用に関す

る保安の監督の職務を誠実に行うこと。 

  （オ）事故・故障の発生や発生する恐れがある場合、主任技術者の指示を受け、送電停

止、電気工作物の切り離し等、必要な措置をとる権限を有する。 

  （カ）事故・故障の原因が判明した場合、同様の事故・故障を再発させないための対策

について、乙は、技術基準に適合させるために必要な措置をとらなければならない。 

  （キ）技術基準維持のための措置は、指定管理者が判断し、速やかに実施するものとす

る。 

  （ク）みなし設置者ができる手続きは次のとおりとする。 

    ａ 保安規程の届出 

    ｂ 電気主任技術者の選任 

  イ 電気事業法に基づき、電気工作物の維持運用について、定期的な点検、測定及び試

験を行うこと。 

 

（５）自動開閉装置保守業務 

  ア 施設の利用に支障のないよう適切な機械各部及び付属機器の点検調整業務を 

行い、故障の防止に努めるとともに、万一異常もしくは異常を予見した場合は、 

適切な措置をとること。 

  イ 点検整備とともに、必要に応じて機器部品の補充、交換、機器設備の調整を行 

うこと。 

 

（６）昇降機保守点検業務 

建築基準法等に基づき、定期的に機械装置の細部を調査し、昇降機が常に安全で 

  良好な運転状態を維持するよう、清掃、給油、調整その他適切な措置を講じ、予防 

保全的措置を講ずること。また、機器の故障等については、すみやかに復旧できる 

体制を整えること。保守点検は１か月に１回、定期検査は年１回し、定期検査の点

検結果を静岡市に提出すること。（部数２部） 

なお、保守点検の記録は３年以上保存すること。 

 

（７）空調設備保守点検業務 

最良の稼動状況を確保するため、保守点検、フィルター点検清掃を行い、故障の 

  防止に努めるとともに、万一異常若しくは異常を予見した場合は、適切な措置をと 



ること。また、保守整備とともに、必要に応じて機器部品の補充、交換、機器設備 

の調整を行うこと。 

 

（８）浄化槽維持管理業務 

浄化槽法等の関係法令に基づき、機能維持のための保守点検を定期的に行うこと。 

また、水質悪化予防のため年１回以上清掃を行い、指定検査機関の法定検査を受

けること。 

 

（９）貯水槽清掃業務 

水道法等の関係法令に基づき、貯水槽の清掃、消毒及び関連機器の点検、検査を 

  年１回以上行うこと。 

 

（10）建築設備等点検業務 

   建築基準法に基づく以下の定期点検を実施し、点検結果を静岡市に提出すること。（部 

数２部）。 

  ア 建築設備定期点検 

    建築基準法第 12 条第４項の規定に基づき、建築物の建築設備（昇降機を除く。）の

定期点検を年１回実施すること。 

  イ 特殊建築物等定期点検 

    建築基準法第 12 条第２項の規定に基づき、特殊建築物等の定期点検を３年に１度実

施することとし、指定期間内における実施時期は令和９年度及び令和 12 年度とする。 

ウ 防火設備点検 

    建築基準法第 12 条の規定に基づき、建築物の防火設備（常時閉鎖式の防火設備及び

防火ダンパーを除く。）の定期点検を年１回実施すること。 
 
（11）フロン排出抑制法に基づく点検 

「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律」の規定に該当する設備に

ついては法令に基づき、定期的に点検を実施すること。点検の結果、フロン類の漏え

いや故障が確認された場合は、すみやかに適正な措置を講ずること。また、点検や修

繕実施状況、充填・回収したフロン類の情報等について記録を作成し、機器を廃棄す

るまで保存すること。フロン充填・回収作業をした場合は、充填量及び回収量が確認

できる書類（証明書等）を静岡市に提出すること。 

  ア 対象機器 

    第一種特定製品 

  イ 簡易点検 

    全ての第一種特定製品を対象とし、機器の外観確認等により点検を実施すること。 



点検は３か月に１回以上実施すること。 

  ウ 定期点検 

    一定規格以上の機器については、冷媒フロン取扱技術者、高圧ガス製造保安責任者

等の有資格者により直接法や間接法による方法で、機器ごとに定める期間に１回以上

の点検を実施すること。 

  

２ 屋外の構築物等の保守管理 

（１）植栽管理業務 

  ア 樹木、植え込み等の管理にあっては、利用者の安全を確保することはもとより、

病害虫防除や施肥の実施、樹木の剪定等は、もっとも適切な時期や方法を選び管

理する。なお、樹木の伐採等やむを得ない場合は、市と協議し決定する。 

  イ 幼木等には八つ掛け支柱を設置するなど生育に配慮し、また、危険防止のため

に枯損木や枯れ枝は早期発見し、除去を行う。 

  ウ 草刈、抜根は、樹木、株物等を損傷しないよう、適切に行う。 

  エ 花壇等の管理は、草花が発育良好で病害虫に犯されていないものとし、施設の

修景上適切な管理を行う。 

 

（２）芝生維持管理業務 

ア 利用者が、快適にプレー出来るよう、良好な景観を維持し芝等の育成にも留意

した管理を実施すること。  

イ 芝生の刈り込みは、適時実施するものとし、必要に応じて、エアレーション、

目土かけ、ブラッシング、補植、養生、かん水を行うこと。  

ウ 業務を行う際は、樹木、施設等を傷つけないように注意して、刈り残しやムラ

が生じないよう均一に刈り込み、あわせて雑草も除去し刈り草は放置せず速やか

に回収をすること。 

 

（３）駐車場管理業務 

駐車場及び駐輪場の管理を行うこと。各競技大会やイベント開催等により混雑が

予想される場合、周辺道路への不法駐車を監視し、周辺住民に迷惑をかけることが

ないよう十分配慮し、必要に応じて車両の誘導を行う。 

 

（４）危険防止のため、スズメバチなど蜂の巣撤去を適切に実施すること。 

  

（５）周辺住民と良好な関係を保てるよう、施設内の竹林、雑木林等の伐採を適宜行う

こと。 

     



３ 備品等の管理 

（１）設備維持用消耗品 

施設の運営に支障をきたさないよう必要な設備維持消耗品を適時購入し管理を 

行い、不具合の生じたものについては随時更新する。 

 

（２）備品 

   市の備品については、静岡市物品管理規則（平成 15 年静岡市規則第 51 号）及び

関係例規に基づき適切に管理すること。 

 

（３）ＡＥＤ（自動体外式除細動器）について 

   ＡＥＤの動作状況について、日常的に確認し記録すること。不具合を発見した場

合は速やかに市及びＡＥＤ設置業者に連絡すること。 

   ＡＥＤの消耗品は市が購入し提供するため、バッテリー、パッド等に不足が生じ

た場合は速やかに市に連絡すること。 

  

４ その他施設の管理に関する留意事項 

健康増進法施行に伴う受動喫煙防止対策に基づき、施設外敷地内に喫煙場所を設定

しているが、本市は敷地内禁煙を推進していることから、今後、敷地内禁煙に向けて

協議をしていく。 

 

５ 環境に対する取り組み 

市の環境マネジメントシステムに基づき、環境改善活動に取り組んでいることから、

環境負荷の低減対策を実行するなどの環境に配慮した施設管理を行うこと。 



別紙３ 施設保守管理等仕様書 

委託業務概要（清水ナショナルトレーニングセンター） 

 

① 『清水ナショナルトレーニングセンター警備業務』 

 

１ 基本事項 

この業務は宿泊者滞在中及び午後 10 時以降においては、フロント業務の一部を代行する必要

があるので、フロント業務部門及び施設運営管理総合部門との連絡調整を十分に行い、業務を

遂行するとともに、常駐警備員は警備上及び防災上の知識についての研修を受け、非常時にお

いても適切適格な対処ができる者とすること。 

また、非常時においては体力的な要件も業務遂行上必要であることから、業務に行う警備員

は心身ともに健康な状態を維持しなければならず、当該警備員の心身に業務遂行上の問題が発

生した場合は、清水ナショナルトレーニングセンターの業務を行ってはいけない。 

 

２ 体制及び業務内容 

（１）人員体制について 

   夜間常駐警備員１人 午後８時 30 分から翌日午前８時 30 分まで（管理室内ベッドでの４

時間以内の仮眠を認める。） 

   状況等により警備員１人体制が不十分であると委託者が判断したときは、警備体制につい

て、４時間／日で 14 日間を限度として追加人員配備を行う。前述の業務量を超えるときは、

別途受託者と協議するものとする。 

 

（２）業務内容について 

  ア 夜間における電話対応及び宿泊者対応業務 

    夜間の 054-371-9000 への電話については、海外チーム、日本代表クラス等のキャンプ

など、特別な場合を除いて、音声応答装置での対応とするが、専用携帯電話への問い合わ

せ等については常に対応ができる体制をとること。 

  イ 巡回警備業務 

  （ア）巡回の時間等について、委託者へ事前計画を提出し承認を得ること。 

  （イ）施設の開門、閉門等は委託者の指示した時間に従うこと。 

  ウ 機械警備管理業務 

  （ア）屋外芝グラウンド２面及び各ゲートに設置された赤外線センサーを活用した警備業務

を行うこと(この赤外線センサーの修繕等は委託者の負担とする。)。 

  （イ）屋外に設置された警報システムに異常を感知した場合は、すみやかに現場の確認を行

い必要な対応をとること。 

  エ 防災防犯業務 



  （ア）委託者及び公的機関が企画・実施する避難誘導訓練及び火災想定訓練等には必ず参加

すること。 

  （イ）清水ナショナルトレーニングセンターの災害監視システムの操作手順等について熟知

すること。 

 



② 『清水ナショナルトレーニングセンター清掃業務』 

 

１ 基本事項 

  清水ナショナルトレーニングセンターにおける清掃業務については、将来への影響等も考慮

し、施設の衛生及び美観を良好な状態に保つよう業務に当たること。 

また、当該業務は宿泊施設のリネンサプライ等に係る業務から日常清掃・定期清掃までの多

様に及ぶ業務であるとともに、清水ナショナルトレーニングセンターの対外的なイメージにも

直結しうる業務であることから、利用者の立場に立ち誠意を持ってこの業務の遂行に当たるこ

と。 

 

２ 日常清掃業務等 

（１）人員について 

   専門知識を有するスタッフを配置し、的確かつ適正な業務遂行に必要な人員を配置するこ

と。 

（２）業務内容 

  ア 日常清掃（営業日においては毎日実施する。） 

  （ア）玄関フロアー及び玄関周りの除塵及び拭きあげ清掃業務（午前９時までに完了） 

  （イ）階段及び階段付近の除塵及び拭きあげ清掃作業 

  （ウ）館内トイレの点検業務及び清掃業務 

  （エ）喫煙所の喫煙カウンター及び吸殻の廃棄及び清掃業務 

  （オ）アクア更衣室、アクアエントランス及びトイレの除塵及び拭きあげ清掃業務 

  （カ）ジムフロアーの除塵清掃作業 

  （キ）ジムエントランス、トイレ及び更衣室内の除塵及び拭きあげ清掃業務 

  （ク）屋外西トイレ及び北トイレの点検業務及び除塵又は拭きあげ清掃作業 

  イ 随時清掃業務（利用状況に応じ原則として利用の前後に実施する） 

  （ア）各会議室のフロアー及び備品類の除塵清掃業務 

  （イ）３階及び４階宿泊フロアーの除塵清掃作業 

  （ウ）ピッチロッカーの除塵及び拭きあげ清掃業務 

  （エ）チャイルドルームの除塵清掃業務 

  ウ 適時清掃業務（衛生及び美観を保つ為、委託者の指示又は受託者の判断にて実施する。） 

  （ア）アリーナシューズロッカー及び競技フロアーの除塵及び専用モップによる拭きあげ清

掃業務 

  （イ）フィットネスフロアーの除塵及び専用モップによる拭きあげ清掃業務 

  エ マット清掃 

  （ア）エレベーター２基内専用マットの月２回以上のクリーニング処理業務 

  （イ）ピッチ側出入口等の委託者が指定した６箇所に配置する専用マットの月２回以上のク



リーニング業務 

 



３ 宿泊施設清掃業務 

（１）人員について 

   その都度の業務量に応じた人員体制による。 

   業務統括指示はフロント業務担当と調整し清掃常駐スタッフが実施する。 

（２）業務内容 

  ア 宿泊施設内ゴミ処理及び衛生管理業務 

  イ 宿泊施設内除塵清掃及びバス・トイレ関連の洗浄拭きあげ清掃業務 

  ウ リネンサプライ関連業務（宿泊時の指定された時間内の実施） 

  エ 配備タオル、浴室マット、寝具のリネン関連点検交換業務（寝具リース経費及びクリー

ニング経費は委託者が負担する。） 

  オ 宿泊室内備品類の点検清掃業務 

  カ 宿泊施設内の消耗品類（石鹸、シャンプー、リンス、歯ブラシ、メモ用紙等）の補充点

検業務（消耗品類にかかる経費は委託者が負担する。） 

  キ ３階大風呂の洗浄清掃作業及び点検業務 

  ク ３階及び４階のランドリー室の除塵又は拭きあげ清掃業務 

  ケ ３階及び４階のランドリー機器に付属するフィルターの清掃業務 

 

４ 定期清掃業務 

業務内容 

（１）１～４階ガラス洗浄清掃業務；年２回以上 

（２）長尺塩ビシート及び塩ビタイル使用フロアーの洗浄作業及びワックス塗布業務 

年３回以上 

（３）宿泊フロアー通路等カーペットタイルのスチーム洗浄作業（約 1,500 ㎡） 

年１回以上 

（４）プールサイド及びプール槽内の磁気タイル面洗浄清掃業務 

年１回 

 

５ 塵芥収集処理業務 

業務内容 

（１）清水ナショナルトレーニングセンターの運営に伴い排出される廃棄物の週２回以上の収集

処理業務 

（２）廃棄物収集場所の害虫駆除等衛生管理業務 

 

 

 

 



③ 『清水ナショナルトレーニングセンター消防設備保守点検業務』 

 

１ 基本事項 

施設設備の管理業務については関係法令を遵守し適正に管理運転するとともに、法改正や

行政からの通知・通達等の情報に留意し、業務に関する知識の向上を常に心がけ、必要に応

じ委託者との連絡調整を図り業務を遂行すること。特に設備運転管理においては、常駐方法

による施設管理の利点を十分に生かし、巡回業務を適時行い管理日誌を作成し細かな施設管

理を行うとともに、委託された期間のみでなく将来的な視点に立った最善の維持管理を目標

にその業務に当たること。 

また、管理業務の遂行に当たっては利用者の安全性を第一に考え、故障・事故等の未然防

止を基本として業務に当たるとともに、台風等の悪天候時等には可能な限り早急に外観点検

を実施する等の常駐体制の利点を十分に生かした柔軟且つ効果的な管理業務に努め、業務範

囲外であっても施設等の状態に異常・危険を察知した場合は、直ちに委託者に報告すること。 

 

２ 業務内容 

（１）自動火災報知設備点検業務（２回/年） 

（２）自動消火設備点検業務（２回/年） 

（３）非常用放送及び非常用照明設備点検業務（２回/年） 

（４）排煙設備及び防火設備等点検業務（２回/年） 

（５）屋内消火栓設備点検業務（２回/年） 

（６）その他誘導灯、消火器等法令を遵守した点検業務及び必要とされる点検業務 

 

 



④ 『清水ナショナルトレーニングセンター 自動開閉装置保守点検業務』 

 

１ 本件保守点検業務は、清水ナショナルトレーニングセンターに設置された玄関自動開閉装置

の円滑な運転管理を行うため、定期的に整備・点検を実施して、装置を常に良好な状態に保つ

ことをもって、その目的とする。 

 

２ 保守点検箇所 

（１）自動開閉装置本体 

（２）自動開閉装置モーター装置 

（３）自動開閉装置コントローラー装置 

（４）自動開閉装置ハンガーレール装置 

（５）自動開閉装置操作スイッチ 

（６）自動開閉装置電子ロック装置 

（７）その他技術サービス員が必要と判断する箇所 

 

３ 点検内容 

（１）定期の保守点検は、６か月に１回（年２回）実施するものとする。 

（２）装置の不良等の理由により、委託者が連絡したときには、直ちに技術員を派遣して修理点

検等必要な措置を執るものとする。 

（３）本件対象設備機器について、部品の取替あるいは改修工事を必要とすることとなった場合

には、受託者は委託者と協議のうえ、これを実施するものとする。 

なお、この部品の取替あるいは改修工事に伴う経費については、別途とする。 

 

４ 報告書の提出 

  本件保守点検業務を実施したときは、その内容につき、報告書を提出するものとする。 

 

５ 協議 

  この仕様書に明示されていない事項については、委託者・受託者双方が協議の上、これを決

する。この仕様書に明示されている事項であっても、その内容あるいは解釈につき疑義がある

ときは、同様とする。 

 



⑤ 『清水ナショナルトレーニングセンター昇降機保守点検業務』 

 

１ 基本事項 

施設設備の管理業務については関係法令を遵守し適正に管理運転するとともに、法改正や行

政からの通知・通達等の情報に留意し、業務に関する知識の向上を常に心がけ、必要に応じ委

託者との連絡調整を図り業務を遂行すること。特に設備運転管理においては、常駐方法による

施設管理の利点を十分に生かし、巡回業務を適時行い管理日誌を作成し細かな施設管理を行う

とともに、委託された期間のみでなく将来的な視点に立った最善の維持管理を目標にその業務

に当たること。 

また、管理業務の遂行に当たっては利用者の安全性を第一に考え、故障・事故等の未然防止

を基本として業務に当たるとともに、台風等の悪天候時等には可能な限り早急に外観点検を実

施する等の常駐体制の利点を十分に生かした柔軟且つ効果的な管理業務に努め、業務範囲外で

あっても施設等の状態に異常・危険を察知した場合は、直ちに委託者に報告すること。 

 

２ 業務内容 

（１）エレベーター設備２基の保守点検業務（保守点検１回/月、法定点検１回/年） 

（２）エレベーターについては非常時対応として、エレベーター内部と専門業者との専用回線を

確保した維持管理を行うこと。 

 



⑥ 『清水ナショナルトレーニングセンター空調設備保守管理業務』 

 

１ 基本事項 

施設設備の管理業務については関係法令を遵守し適正に管理運転するとともに、法改正や

行政からの通知・通達等の情報に留意し、業務に関する知識の向上を常に心がけ、必要に応

じ委託者との連絡調整を図り業務を遂行すること。特に設備運転管理においては、常駐方法

による施設管理の利点を十分に生かし、巡回業務を適時行い管理日誌を作成し細かな施設管

理を行うとともに、委託された期間のみでなく将来的な視点に立った最善の維持管理を目標

にその業務に当たること。 

また、管理業務の遂行に当たっては利用者の安全性を第一に考え、故障・事故等の未然防

止を基本として業務に当たるとともに、台風等の悪天候時等には可能な限り早急に外観点検

を実施する等の常駐体制の利点を十分に生かした柔軟且つ効果的な管理業務に努め、業務範

囲外であっても施設等の状態に異常・危険を察知した場合は、直ちに委託者に報告すること。 

 

２ 業務内容 

（１）冷暖房切替点検業務（切替時期は委託者の指示による。） 

（２）空調設備フィルター交換業務（１回/年）及び清掃（適時） 

（３）その他法令を遵守した点検業務及び必要とされる点検業務 

 



⑦ 『清水ナショナルトレーニングセンター電気設備保守管理業務』 

 

１ 基本事項 

施設設備の管理業務については関係法令を遵守し適正に管理運転するとともに、法改正や

行政からの通知・通達等の情報に留意し、業務に関する知識の向上を常に心がけ、必要に応

じ委託者との連絡調整を図り業務を遂行すること。特に設備運転管理においては、常駐方法

による施設管理の利点を十分に生かし、巡回業務を適時行い管理日誌を作成し細かな施設管

理を行うとともに、委託された期間のみでなく将来的な視点に立った最善の維持管理を目標

にその業務に当たること。 

また、管理業務の遂行に当たっては利用者の安全性を第一に考え、故障・事故等の未然防

止を基本として業務に当たるとともに、台風等の悪天候時等には可能な限り早急に外観点検

を実施する等の常駐体制の利点を十分に生かした柔軟且つ効果的な管理業務に努め、業務範

囲外であっても施設等の状態に異常・危険を察知した場合は、直ちに委託者に報告すること。 

 

２ 体制及び業務内容 

（１）人員について 

   専門知識を有するスタッフを配置し、円滑な業務遂行に必要な人員を配置すること。 

  ア １人以上は特定建築物環境衛生管理技術者であること。 

  イ 一般営業時間中は必ず１人以上を配置すること。 

また、営業開始までに各設備の運転を行い、午前９時の営業開始に備えること。基本的

な営業時間は午前９時から午後９時とするが、他の業務との調整もしくは利用者との利用

調整によっては、時間の変更が生じるものとする。この場合は、変更の可能性が生じ次第

協議を行い、受託者は労務管理上の問題等が発生しない場合は、全面的にこれに協力する

こと。 

 

（２）業務内容 

  ア 電気主任技術者による受変電設備月次点検及び年次点検 

  イ 自家発電設備月次点検業務（燃料の補給については委託者が負担する。） 

  ウ 蓄電池設備定期点検；２回/年（触媒栓の定期交換等は委託者が負担する。） 

  エ その他法令を遵守した点検業務及び必要とされる点検業務 

  オ 照明電球類については不点箇所が生じ次第交換する（電球類は委託者が負担するが、予

備品等の在庫管理は受託者が行うこと。）。 

 



⑧ 『清水ナショナルトレーニングセンター周辺樹木等維持管理業務』 

 

１ 実施箇所 

  静岡市清水区山切 1487-１ 

  清水ナショナルトレーニングセンター 

 

２ 業務の仕様 

（１）当該敷地内に植栽されている樹木の剪定、病害虫防除、及び除草業務を本仕様書に基づき

実施するとともに、近隣の病害虫発生状況の情報提供、及び台風等の災害時の緊急的な対応

を含む総合的な樹木の管理を行うものである。 

（２）災害等の災害により樹木の倒木等の被害が発生し、利用者の安全確保の必要が生じた場合

は、委託者の指示により受託者は専門的知識により早急にその対策等を提案し対応をとる。

これに伴う経費の発生については、委託者と受託者で本仕様の変更を含め別途協議するもの

とする。 

（３）受託者は以下の（４）から（６）で定める業務の実施のほか、施設内の樹木の生育状況等

の把握に努め、異常を察した時は直ちに委託者へ報告しなければならない。 

（４）剪定、刈り込み、及び除草の実施対象樹木は下記のとおりとする。該当敷地内に下記を超

える対象樹木がある場合は、委託者の指示により作業対象樹木を決定する。 

対象樹木 数 量 備 考 

高木剪定（幹周＜60cm・冬季） 120 本 全体の約 38%、委託者の指示による。 

生垣剪定 1,500 ㎡ 全体の約 50%、委託者の指示による。 

除草（刈り取り） 1,200 ㎡ ２回／年実施、委託者の指示による。 

 

３ 病害虫防除の薬剤散布実施樹木は下記のとおりとし、年 2 回実施する。 

対象樹木 数 量 備 考 

高木（幹周＜60cm） 300 本 左記の数量は２回分の合計 

生垣 3,000 ㎡ 左記の数量は２回分の合計 

寄植 2,400 ㎡ 左記の数量は２回分の合計 

 

（１）施肥を実施する対象樹木は下記のとおりとする。 

対象樹木 数 量 備 考 

高木 150 本 委託者の指示による。 



（２）各業務実施前に受託者は委託者に対象樹木の確認を行うこと。 

（３）各業務の実施時期及び時間帯は、委託者の指示に従い実施すること。 

（４）各業務の実施に伴い発生する廃棄物等は、受託者の責任で適法に処分すること。 

（５）日常的な樹木管理について、委託者の依頼により専門的な知識をもって助言を行い、誠意

を持って施設の景観維持と良好な環境づくりに協力すること。 

（６）受託者は、この仕様書に基づく業務内容について気象状況等を踏まえ委託者と十分な連絡

調整を図り、実施内容の変更を協議することができる。 

 



⑨ 『清水ナショナルトレーニングセンター芝刈等維持管理業務』 

 

１ 基本事項 

  芝の管理については、スポーツターフの維持管理の専門的な知識を有するものが常駐体制で

これを行い、常に芝生の状態を的確に把握・管理し、計画性を持って芝刈、集草、除草、散水、

消毒、殺菌、施肥、エアレーション、目土散布、ライン引き及びライン消去等良好な芝生育成

に必要な業務を実施する。 

（１）芝生グラウンド２面を、ティフトンをベースとした、冬芝オーバーシード工法による常緑

の芝生とし、利用に際しては競技に適した芝生グラウンドの状態で利用に供さなければなら

ない。 

（２）芝生の管理レベルは、プロサッカーレベルのキャンプ利用において支障のないレベルを維

持しなければならない。 

（３）夏芝と冬芝の切替養生については、２面同時にこの期間が重ならないよう可能な範囲で調

整すること。 

（４）業務実施においては、清水ナショナルトレーニングセンターに配備される市所有の芝管理

機材、機械設備を使用できるが、その維持管理及び整備等は委託者が行う。 

 



２ 業務内容 

番号 項目 延面積 年間回数 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

1 芝刈工Ｓ 1,500,560 80 7 8 8 11 12 8 5 5 4 3 3 6

2 芝刈工Ｗ 0 0

3 芝刈工ＲＳ 0 0

4 芝刈工ＲＷ 0 0

5 サッチング 37,514 2 1 1

6 ブラッシング 75,028 4 1 1 1 1

7 転圧工 75,028 4 1 1 1 1

8 肥料散布Ａ(A･M) 93,785 5 1 1 1 1 1

9 肥料散布Ｂ(A1) 56,271 3 1 1 1

10 肥料散布Ｃ(Fe+) 18,757 1 1

11 肥料散布Ｄ(Green･M) 18,757 1 1

12 サッチ分解材散布 18,757 1 1

13 土壌改良Ａ 18,757 1 1

14 肥料散布Ｆ 0 0

15 殺菌・殺虫剤・液肥 56,271 3 1 1 1

16 蒸散抑制剤 0 0

17 殺虫剤散布 37,514 2 1 1

18 目土Ａ 75,028 4 1 1 1 1

19 目土Ｂ 0 0

20 エアレーションＳ 18,757 1 1

21 エアレーションＣ 37,514 2 1 1

22 バーチカルカットＡ 18,757 1 1

23 バーチカルカットＢ 18,757 1 1

24 エッジカット 18,757 1 1

25 オーバーシード工 18,757 1 1

26 トラジッション(除草剤) 18,757 1 1

27 ディポット補修Ｊ 0 0

28 ディポット補修Ａ 0 0

29 ディポット補修Ｂ 750,280 40 4 4 4 4 4 4 4 2 2 2 2 4

30 芝補植(ﾎｰﾙｶｯﾀｰ) 2,900 0

31 散水Ａ(固定ﾚｲﾝｶﾞﾝ) 0 0

32 散水Ｂ(自動散水) 0 0

33 散水Ｃ(移動式ﾚｲﾝｶﾞﾝ) 1,500,560 80 6 8 6 8 12 10 8 4 4 4 4 6

34 シート養生 37,514 2 1 1

35 ゴール設置撤去(差込式) 0 0

36 ライン引きＡ 562,710 30 2 2 2 4 4 2 2 2 2 2 2 4

37 ライン引きＢ 562,710 30 2 2 2 4 4 2 2 2 2 2 2 4

 Ａ= 18,757㎡

 



⑩ 『清水ナショナルトレーニングセンター環境衛生管理業務』 

 

１ 基本事項 

施設設備の衛生管理については関係法令を遵守するとともに、法改正や行政からの通知・通

達等の情報に留意し、業務に関する知識の向上を常に心がけ、必要に応じ委託者との連絡調整

を図ること。 

また、衛生管理業務の遂行に当たっては利用者の安全性を第一に考え、故障・事故等の未然

防止を基本として業務に当たるとともに、設備管理部門の常駐従事者との連絡調整を密に行い、

効率的かつ円滑な業務遂行に努めること。 

 

２ 業務内容 

（１）空気環境測定 

   清水ナショナルトレーニングセンター館内の全体を網羅するポイント（８ポイントを予定）

にて６回/年実施 

 

（２）簡易水道水水質検査 

   15 項目検査を４回/年実施、11 項目検査を２回/年実施及び報告業務 

 

（３）害虫駆除 

  ア 全館害虫駆除消毒２回/年実施 ※実施時期に当たっては、委託者の指示による。 

  イ ２階厨房等における害虫状況調査を１回／月実施 

 

（４）浄化槽の保護を目的としたレストラン厨房排水経路の油分対策業務 

  ア 厨房グリーストラップ清掃４回/年 

  イ 厨房排水管高圧洗浄２回/年 ※実施時期については委託者の指示による。 

 

（５）浄化槽維持管理業務 

   対象 ウエイトリフティング練習場 合併処理浄化槽 10 人槽 

      管理棟西側単独処理浄化槽  単独処理浄化槽５人槽 

  ア 浄化槽法定点検１回/月 

  イ 浄化槽内汚泥引き抜き清掃４回/年 

  ウ 上記の作業実施に際しては、浄化槽の設置された駐車場内の安全確保に十分注意するこ

と。 

 



⑪ 『清水ナショナルトレーニングセンター貯湯槽保守管理業務』 

 

１ 基本事項 

  施設設備の管理業務については関係法令を遵守し適正に管理運転するとともに、法改正や行

政からの通知・通達等の情報に留意し、業務に関する知識の向上を常に心がけ、必要に応じ委

託者との連絡調整を図り業務を遂行すること。特に設備運転管理においては、常駐方法による

施設管理の利点を十分に生かし、巡回業務を適時行い管理日誌を作成し細かな施設管理を行う

とともに、委託された期間のみでなく将来的な視点に立った最善の維持管理を目標にその業務

に当たること。 

また、管理業務の遂行に当たっては利用者の安全性を第一に考え、故障・事故等の未然防止

を基本として業務に当たるとともに、台風等の悪天候時等には可能な限り早急に外観点検を実

施する等の常駐体制の利点を十分に生かした柔軟且つ効果的な管理業務に努め、業務範囲外で

あっても施設等の状態に異常・危険を察知した場合は、直ちに委託者に報告すること。 

 

２ 業務内容 

（１）洗浄消毒業務２回／年（排水作業から水張り作業までを含む。） 

（２）洗浄消毒作業による錆の混入に注意し、対策をとること。 

（３）その他法令を遵守した点検業務 

 



⑫ 『清水ナショナルトレーニングセンタープール設備保守点検業務』 

 

１ 基本事項 

施設設備の管理業務については関係法令を遵守し適正に管理運転するとともに、法改正や行

政からの通知・通達等の情報に留意し、業務に関する知識の向上を常に心がけ、必要に応じ委

託者との連絡調整を図り業務を遂行すること。特に設備運転管理においては、常駐方法による

施設管理の利点を十分に生かし、巡回業務を適時行い管理日誌を作成し細かな施設管理を行う

とともに、委託された期間のみでなく将来的な視点に立った最善の維持管理を目標にその業務

に当たること。 

また、管理業務の遂行に当たっては利用者の安全性を第一に考え、故障・事故等の未然防止

を基本として業務に当たるとともに、台風等の悪天候時等には可能な限り早急に外観点検を実

施する等の常駐体制の利点を十分に生かした柔軟且つ効果的な管理業務に努め、業務範囲外で

あっても施設等の状態に異常・危険を察知した場合は、直ちに委託者に報告すること。 

 

２ 業務内容 

（１）メインプール年次点検業務 

（２）濾過装置の日常点検及び年次点検業務 

（３）残留塩素計による濃度確認業務及び滅菌機の維持管理業務 

（４）滅菌機タンクへの次亜塩素酸ソーダの補充及び発注業務（次亜塩素酸ソーダは委託者が負

担するが、在庫の管理は受託者が行うこと。） 

（５）紫外線ランプ点検及び交換業務 

（６）給湯ボイラー点検業務等維持管理及びボイラーソルト投入業務（ボイラーソルトは委託者

が負担するが、在庫管理は受託者が行うこと。） 

（７）その他電気ボイラー、ポンプ等の外観及び作動音による日常点検業務 

 



⑬ 『清水ナショナルトレーニングセンターＬＰＧバルクシステム保守点検業務』 

 

１ 基本事項 

  施設設備の管理業務については関係法令を遵守し適正に管理運転するとともに、法改正や行

政からの通知・通達等の情報に留意し、業務に関する知識の向上を常に心がけ、必要に応じ委

託者との連絡調整を図り業務を遂行すること。特に設備運転管理においては、常駐方法による

施設管理の利点を十分に生かし、巡回業務を適時行い、管理日誌を作成し細かな施設管理を行

うとともに、委託された期間のみでなく将来的な視点に立った最善の維持管理を目標にその業

務に当たること。 

また、管理業務の遂行に当たっては利用者の安全性を第一に考え、故障・事故等の未然防止

を基本として業務に当たるとともに、台風等の悪天候時等には可能な限り早急に外観点検を実

施する等の常駐体制の利点を十分に生かした柔軟且つ効果的な管理業務に努め、業務範囲外で

あっても施設等の状態に異常・危険を察知した場合は、直ちに委託者に報告すること。 

 

２ 業務内容 

  メーカー作成の日常点検仕様に基づくアロライザー点検業務 

 



⑭ 『清水ナショナルトレーニングセンター情報システム保守点検業務』 

 

１ 保守対象物件 

  「別記１；保守対象物件」記載のハード及びソフトウェアとする。 

 

２ 保守範囲 

（１）前項の対象物件の故障修理 

（２）不具合の原因究明及び対象物件の良否判定 

（３）ソフトウェア操作等の業務ヘルプデスク対応 

 

３ 保守作業対応時間 

（１）ソフトウェア（ホテルシステム） 

   ホテルシステムの操作方法･運用に対する問い合わせ、及びこれに伴うリモートメンテナ

ンスによるシステム不具合の修正については 24 時間体制で対応する。 

（２）ソフトウェア（ＰＯＳシステム） 

   レストランで使用するＰＯＳシステムの操作方法･運用に対する問い合わせ、及び電話･

ＦＡＸでの指示による不具合の修正については、午前８時から午後 10 時までの受付体制で

対応する。 

（３）ハードウェア 

   ハードウェアの不具合については、人材の派遣により土日祝日を除く午前９時から午後５

時の時間内で復旧対応する。 

 

４ 負担区分 

  以下の事項については、受託者が行う当該業務から除外し、受託者の負担とする。 

（１）トナー等の消耗品の供給については、委託者に負担とする。 

（２）委託者が受託者の指示に反した等、委託者の過失に起因する故障対応については、当該業

務とは別に委託者がこれを負担する。 

（３）停電を含む災害等による対象物件の故障対応･機能復旧業務については、委託者が負担す

る。 

（４）対象物件の委託者による改造に起因する故障対応は、委託者が負担する。 

（５）必要に応じソフトウェアのバージョンアップを委託者が必要とするときは、別途委託者の

費用によりこれを行う。 

（６）リモートメンテナンスでの不具合修正が不可能なソフトウェア修理、及び保守作業時間外

の緊急なハードウェア修理については、委託者に指示で別途経費にて人材派遣及び復旧作業

を行う。 

 



５ 支払方法 

  契約に基づく月毎の適法な請求により、その請求があったときから 30 日以内に指定された

口座に支払う。 

 

６ その他 

  当該業務の実施に伴い判明した、施設管理において必要な当該設備機器に関する情報につい

て、受託者は的確に委託者へ報告し、専門的知識により将来的な観点を含め安全な施設管理を

目指した当該機器の保守業務を行う。 

 



別記１                                      

システム名：清水ナショナルトレーニングセンターホテル情報システム 

保守対象物件（現行物件はリース契約によるもので、引継ぎは可とする。） 

★ハードウェア（ホテルシステム） 

No 物品項目 品 名 メーカ 個数 

１ 業務サーバー ML350 G6 Xeon E5620 P410i/ZM ﾀﾜｰ  

 

ＨＰ 

１ 

  HP 2GB 2Rx8 PC3-1060R-9 ﾒﾓﾘｷｯﾄ ３ 

  HP Smartｱﾚｲ 512MB BBWCｷｯﾄ １ 

  300GB 15krpm ﾎｯﾄﾌﾟﾗｸﾞ2.5型6G SAS HD １ 

  ﾊﾟﾜｰｻﾌﾟﾗｲｵﾌﾟｼｮﾝｷｯﾄ（460W） １ 

  Smart-UPS 1500 APC １ 

２ 業務パソコン 6000 Pro SF Desktop PC CE3300 ＨＰ ５ 

３ POS All-in-one Touch-PC(15 ｲﾝﾁ)黒 ｾﾗｼｽﾃﾑ １ 

POS ｺﾝﾄﾛｰﾗ １ 

RS ｹｰﾌﾞﾙ（L） １ 

POS ｷｰﾎﾞｰﾄﾞ(84 ｷｰ) １ 

ｻｰﾏﾙﾚｼｰﾄﾌﾟﾘﾝﾀ（80mm） １ 

ﾚｼｰﾄﾌﾟﾘﾝﾀｹｰﾌﾞﾙ １ 

ﾄﾞﾛｱ M（標準） １ 

ﾊﾞｰｺｰﾄﾞｽｷｬﾅ １ 

小型ｶﾅ料金表示機（ｽﾀﾝﾄﾞ型） １ 

４ プリンター IPSio NX96e ﾓﾉｸﾛﾚｰｻﾞｰﾌﾟﾘﾝﾀｰ ﾘｺｰ １ 

IPSio NX760 ﾓﾉｸﾛﾚｰｻﾞｰﾌﾟﾘﾝﾀｰ １ 

★ハードウエア（LANﾈｯﾄﾜｰｸ） 

No 物品項目 品 名 メーカ 個数 

１ ルータ RTX1200 ヤマハ １ 

２ SWHUB CentreCOM FS808M ｱﾗｲﾄﾞﾃﾚｼｽ ２ 

  CentreCOM FS816M ｱﾗｲﾄﾞﾃﾚｼｽ ３ 

★ソフトウェア 

No 物品項目 品 名 メーカ 個数 

１ 業務ｿﾌﾄｳｪｱ ｽﾄｰﾘｰﾎﾃﾙｽﾄｰﾘｰ旅館 Conseil 新南 １式 

２ 業務ｻｰﾊﾞｰ TRSL ｳｨﾙｽﾊﾞｽﾀｰCorp.Client/ServerSuite ﾄﾚﾝﾄﾞﾏｲｸﾛ １ 

３ POS ﾚｼﾞﾉｰﾄﾌﾟﾛぐるめ ｾﾗｼｽﾃﾑ １ 

 

 



⑮ 『清水ナショナルトレーニングセンターウェルネスシステム保守点検業務』 

 

１ 保守対象物件 

  清水ナショナルトレーニングセンター内テクノジムシステム 

  【ウエルネスシステム Ver.４ソフトウェア１式、ウエルネスエキスパート(サーバー)１基、

ウエルネスエキスパート(クライアント)１基、データインターフェース１基、ポータブルＴ

ＧＳキー読み取り機１台】 

 

２ 保守範囲 

  施設における利用に関した不具合の発生時において、委託者の依頼により速やかに障害箇所

の復旧を行い、委託者が当該システムを活用した円滑な営業ができるよう適正な機能･性能を

維持する。 

また、委託者との連絡を密に行い、将来的な機器の状況把握に努め不具合箇所発生の未然防

止に努める。 

 

３ 負担の区分 

次の作業は当該業務から除外する。 

（１）当該システム及び関連機器の移動又は立会い業務 

（２）当該システムの改造 

（３）日常点検･清掃及び運転 

（４）関連消耗品の供給 

（５）停電を含む天災による障害復旧 

（６）受託者の指示に反した委託者の行為に起因する故障 

 

４ 支払方法 

  契約に基づく月毎の適法な請求により、その請求があったときから 30 日以内に指定された

口座に支払う。 

 

５ その他 

（１）当該業務の実施に伴い判明した、施設管理において必要な当該設備機器の情報については、

受託者は的確に委託者へ報告し、将来的な観点を含め安全な施設管理を目指した当該機器の

保守業務を行う。 

（２）ハードウェアにおいて動作不安定等の老朽化に起因する現象が頻発する状況に至ったとき

は、受託者はその老朽化に伴い交換すべき機器を専門的知識により委託者に提案する。 

（３）当該システムが更新される等、当該機器に変更が生じたときは、契約期間の途中であって

も契約を解除し月割りでの委託料算出を行う。 



別紙４ 

個人情報の保護に関する取扱仕様書 

（個人情報保護の基本原則） 

１ 指定管理業務（以下「業務」という。）の実施に当たり、個人情報（個人に関する情報

であって、特定の個人を識別できるものをいう。以下同じ。）について、その保護の重要

性を認識し、個人の権利利益を侵害することのないよう、適正に取り扱わなければなら

ない。 

（個人情報の漏えい等の禁止） 

２ 指定管理者は、業務に関して、知り得た個人情報の内容を他人に知らせてはならない。

この業務が終了し、又は契約が解除された後においても同様とする。 

（使用者への周知） 

３ 指定管理者は、その使用する者に対し、在職中及び退職後において、業務に関して知

り得た個人情報を他人に知らせ、又は契約の目的以外に利用してはならないこと等の個

人情報の保護の徹底に関する事項を周知しなければならない。 

（適正な管理） 

４ 指定管理者は、業務に係る個人情報の漏えい、滅失、改ざん又はき損の防止を図るた

め、管理責任者を選任し、個人情報の適切な管理を行わせる等個人情報の適正な管理に

ついて必要な措置を講じなければならない。 

（収集の制限） 

５ 指定管理者は、業務において個人情報を収集するときは、当該業務を実施するために

必要な範囲内で、本人から直接収集しなければならない。 

（利用及び提供の制限） 

６ 指定管理者は、市の指示又は承諾があるときを除き、業務に係る個人情報を当該業務

の目的以外に利用し、又は提供してはならない。 

（複写、複製の禁止） 

７ 指定管理者は、市の指示又は承諾があるときを除き、業務の実施に当たり市から提供

された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

（資料等の返還） 

８ 指定管理者は、業務の実施に当たり市から提供され、又は指定管理者が収集し、若し

くは作成した個人情報が記録された資料等を、業務の終了後直ちに市に返還し、又は引

き渡すものとする。ただし、市が別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

（再委託等における個人情報の取扱い） 

９ 指定管理者は、市の承認を受けて業務を再委託する場合は、再委託を受けた者との間

で締結する契約書等に、この個人情報の保護に関する規定を準用する旨を明記しなけれ

ばならない。この場合において、指定管理者は、当該契約書等の締結後、速やかにその

写しを市に提出するものとする。 

（事故発生時における報告） 

10  指定管理者は、業務の実施において、この仕様書に違反する事態が生じ、又は生ずる

おそれがあることを知ったときは、直ちに市に報告し、市の指示に従うものとする。業

務が終了し、又は解除された後においても同様とする。 



静岡市防犯カメラ等の個人情報の保護に配慮した設置及び運用に関する要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市が設置し、又は管理する防犯カメラ等の設置及び運用に関し、個

人情報の適正な取扱いを確保するとともに、市民等の権利利益を保護するため、個人情

報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）に定めるもののほか、必要な事項を定め

るものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１）防犯カメラ等 犯罪の防止を目的とする防犯カメラ及び防災、施設管理等を目的と

する監視カメラで、特定の場所に継続的に設置され、かつ、特定の個人を識別できる

画像を撮影する可能性のあるものをいう。 

（２）個人情報画像 防犯カメラ等により記録された画像のうち、当該画像から特定の個

人を識別できるものをいう。 

（３）実施機関 市長その他の市の執行機関、公営企業管理者、消防長及び市議会のうち、

防犯カメラ等を設置し、又は管理するものをいう。 

（委託に伴う措置） 

第３条 実施機関は、防犯カメラ等の設置又は管理の委託(地方自治法(昭和22年法律第67

号)第244条の2 第３項の規定により同法第244条第１項に規定する公の施設の管理を指

定管理者に行わせることを含む。以下同じ。)を行うに当たっては、個人情報画像の保護

のため、契約書等に委託を受けた者が遵守すべき事項等を明記する等の必要な措置を講

じるものとする。 

（防犯カメラ等の設置場所） 

第４条 実施機関は、防犯カメラ等の設置に当たっては、設置目的を達成するために必要

最小限度の撮影範囲となる場所に設置するものとする。 

（防犯カメラ等の設置の表示） 

第５条 実施機関は、防犯カメラ等の撮影対象区域内外の見やすい場所に、防犯カメラ等

を設置している旨並びに第７条に規定する防犯カメラ等管理責任者及びその連絡先を容

易に視認できる方法により表示するものとする。 

（画像表示装置及び録画装置の設置場所） 

第６条 実施機関は、防犯カメラ等の画像表示装置又は録画装置を設置する場合は、施錠

ができる室内等で、かつ、実施機関の職員以外の者が見通すことのできない場所に設置

するものとする。 

（管理責任者の設置等） 

第７条 実施機関は、個人情報画像の適正な取得及び安全管理を図るため、防犯カメラ等

の撮影対象区域ごとに、防犯カメラ等管理責任者（以下「管理責任者」という。）を置く

ものとする。 

２ 管理責任者は、当該防犯カメラ等の管理を担当する所属の長又はこれに相当する職に 

  ある者をもって充てる。 

３ 管理責任者は、個人情報画像の漏えい、滅失又はき損の防止その他の画像の安全管理

のために必要な措置を講じるものとする。 



（防犯カメラ等の画像表示装置及び録画装置の操作者の指定） 

第８条 防犯カメラ等の画像表示装置及び録画装置は、管理責任者がその操作を行う者と

して指定した者以外の者は、その操作を行うことができない。 

（個人情報画像の保存等） 

第９条 実施機関は、個人情報画像を保存する場合は、当該画像を加工することなく、撮

影時の状態のままで保存するものとする。 

２ 防犯カメラ等の設置目的を達成するために必要な場合を除き、個人情報画像を複写し

てはならない。 

３ 実施機関の職員等は、管理責任者の許可なく、個人情報画像を記録した記録媒体（以

下「記録媒体」という。）を防犯カメラ等の画像表示装置又は録画装置の設置場所以外に

持ち出してはならない。 

４ 個人情報画像の保存期間は、原則として２週間以内の必要最小限度の期間とする。た

だし、これにより難い事情がある場合は、当該防犯カメラ等の設置目的に応じ、管理責

任者が保存期間を別に定めるものとする。 

５ 保存期間を経過した個人情報画像については、漏えい防止のため、これを確実かつ速

やかに消去するものとする。 

６ 記録媒体の廃棄に当たっては、漏えい防止のため、破砕等の措置を講じるものとする。 

（苦情の処理） 

第10条 実施機関は、個人情報画像の取扱いに関する苦情について、適切かつ迅速な処理

に努めなければならない。 

 （雑則） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、実施機関が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成１８年２月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 



別紙５ 市と指定管理者のリスク分担表 

種類 内容 

負担 

市 
指定 

管理者 

法令変更 
施設管理・運営に影響を及ぼす法令変更 ○  

指定管理者自身に影響を及ぼす法令変更  ○ 

税制変更 

消費税（地方消費税を含む）率等の変更 協議事項 

法人税・法人市民税率等の変更  ○ 

事業所税率等の変更 協議事項 

それ以外で管理運営に影響するもの 協議事項 

許認可 
市が取得すべき許認可等の遅延・失効など ○  

指定管理者が取得すべき許認可の遅延・失効など  ○ 

周辺地域・住

民への対応 

地域との協調  ○ 

指定管理業務の内容に対する住民からの要望等  ○ 

上記以外の事項 ○  

運営リスク 

市の管理上の責めによる施設・設備・備品の不備による事故や火災等による臨時

休館等に伴う運営リスク 
○  

市の管理上の責めによらない施設・設備・備品の不備による事故や火災等による

臨時休館等に伴う運営リスク 
協議事項 

利用者等へ

の損害賠償 

市に帰責事由があるもの ○  

指定管理者に帰責事由があるもの  ○ 

上記以外の理由により第三者に与えた損害 協議事項 

事業中止・変

更 

市の指示、議会の不承認等による事業の中止・延期など（予算案の不承認、政策

変更等） 
○  

上記以外の事由による事業の中止・延期など（不可抗力を除く）  ○ 

政治・行政的

理由による

事業変更 

政治的・行政的理由により、施設管理・運営業務の継続に支障が生じた場合、ま

たは指定管理業務の内容変更を余儀なくされた場合の経費及びその後の当該事

情による増加経費負担 

協議事項 

再委託管理 指定管理者が締結する契約の相手方の管理等  ○ 

不可抗力 

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、騒乱、暴動、その他の市また

は指定管理者のいずれの責めにも帰すことのできない自然的、人為的な現象）に

よる施設・設備の復旧費用及び業務履行不能 

○  

不可抗力による事故時の適切な処理  ○ 

新型コロナウイルスその他新たに発生した感染症等による管理運営の中断や対

策等に要する経費 
協議事項 

書類の誤り 
仕様書等市が責任を持つ書類の誤りによるもの ○  

指定管理者が作成した書類等の内容の誤りによるもの  ○ 

施設・設備物

品等の損傷 

指定管理者の故意または重大な過失によるもの  ○ 

施設・設備の設計・構造上の原因によるもの ○  

上記以外の経年劣化、第三者の行為で相手方が特定できないもの等（１施設につ

き 50 万円以下の小規模なもの） 
 ○ 

上記以外の経年劣化、第三者の行為で相手方が特定できないもの等（上記以外） 協議事項 



セキュリティ 警備不備による情報漏洩、犯罪発生等  ○ 

事業終了時

の費用 

指定管理期間が終了した場合または期間途中に業務を廃止した場合における事

業者の撤収費用 
 ○ 

 



別紙６



























 

 

様式１ 

00静○○○第  号  

  年  月  日  

 

（指定管理者）様 

 

静岡市長  ○ ○ ○ ○ 

（ ○ ○ 局 ○ ○ ○ 課 ） 

 

指定管理料スライド制度に係る変動率の確定通知 

 

指定管理料スライド制度に係る○年度の賃金水準及び物価水準の変動率について、次のとお

り確定しましたので、通知します。 

 

記 

 

１ 対象施設及び指定管理料積算年度 

施設名 指定管理料積算年度 

○○○○ △年度 

 

２ ○年度に公表された賃金水準及び物価水準の変動率 

（１）賃金水準 

指標 △年度 ○年度 変動率（△年度基準） 

民間給与実態調査から算出

した年間の給与額 
○○円 ○○円 ○.○○％ 

静岡県最低賃金 ○○円 ○○円 ○.○○％ 

（２）物価水準 

指標 △年度 ○年度 変動率（△年度基準） 

企業向けサービス価格指数

の総平均（除く国際運輸） 
○.○○ ○.○○ ○.○○％ 

   

３ その他 

（１）各変動率を基に、今後、○＋１年度の指定管理料スライド額を算出します。なお、スラ

イド額が各経費の基準額の±1.5％を超えるまでは指定管理者の負担になるため、算出の

結果、スライド額が適用されない場合があります。 

（２）賃金水準の変動につきましては、職員の人件費への適切な反映等をご検討いただきます

ようお願いいたします。 

【担当】○○局○○課○○係 担当：○○ 

電 話： 

メール： 



 

1 

 

様式２－１（適用あり） 

00静○○○第  号  

  年  月  日  

 

（指定管理者）様 

 

静岡市長  ○ ○ ○ ○ 

（ ○ ○ 局 ○ ○ ○ 課 ） 

 

指定管理料スライド制度に基づく指定管理料スライド額の確定通知 

 

指定管理料スライド制度に基づく○＋１年度の指定管理料スライド額について、次のとおり

確定しましたので、通知します。 

 

記 

 

１ 対象施設及び指定管理料積算年度 

施設名 指定管理料積算年度 

○○○○ △年度 

 

２ ○年度に公表された賃金水準及び物価水準の変動率 

（１）賃金水準 

指標 変動率（△年度基準） 

民間給与実態調査から算出

した年間の給与額 
○.○○％ 

静岡県最低賃金 ○.○○％ 

（２）物価水準 

指標 変動率（△年度基準） 

企業向けサービス価格指数

の総平均（除く国際運輸） 
○.○○％ 

 

３ ○＋１年度の指定管理料スライド額 

  ○○○○円（消費税及び地方消費税を含む） 

 

４ 算出根拠 

  別添「指定管理料スライド額計算シート」のとおり 

 



 

2 

 

５ その他 

（１）賃金水準の変動に伴うスライド額が適用された場合は、職員の人件費への適切な反映等

をご検討ください。 

（２）賃金水準の変動に伴うスライド額が適用された場合は、スライド額の適用年度終了後、

事業報告書とともに「指定管理料スライド額の反映状況に関する報告書（様式）」を市（施

設所管課）へ提出してください。 

モニタリング実施時や事業報告（年度報告）の確認を行う際に、賃金水準の変動に伴う

人件費の対応状況について確認させていただきます。 

（３）算出したスライド額は、適用年度の指定管理料に反映します。ただし、予算の議決によ

り変更となる場合があります。 

 

 【担当】○○局○○課○○係 担当：○○ 

電 話： 

メール： 



 

1 

 

様式２－２（適用なし） 

00静○○○第  号  

  年  月  日  

 

（指定管理者）様 

 

静岡市長  ○ ○ ○ ○ 

（ ○ ○ 局 ○ ○ ○ 課 ） 

 

指定管理料スライド制度に基づく指定管理料スライド額の確定通知 

 

指定管理料スライド制度に基づく○＋１年度の指定管理料スライド額について、次のとおり

確定しましたので、通知します。 

 

記 

 

１ 対象施設及び指定管理料積算年度 

施設名 指定管理料積算年度 

○○○○ △年度 

 

２ ○年度に公表された賃金水準及び物価水準の変動率 

（１）賃金水準 

指標 変動率（△年度基準） 

民間給与実態調査から算出

した年間の給与額 
○.○○％ 

静岡県最低賃金 ○.○○％ 

（２）物価水準 

指標 変動率（△年度基準） 

企業向けサービス価格指数

の総平均（除く国際運輸） 
○.○○％ 

 

３ ○＋１年度の指定管理料スライド額 

  ０円（算出した結果、各経費の基準額の±1.5％を超えないため） 

 

４ 算出根拠 

  別添「指定管理料スライド額計算シート」のとおり 

 

【担当】○○局○○課○○係 担当：○○ 

電 話： 

メール： 



 

様式３ 

指定管理料スライド額の反映状況に関する報告書 

 年 月 日 

 

賃金水準の変動に伴うスライド額の反映状況について、下記のとおり報告します。 

※賃金水準の変動に伴うスライド額が適用された場合のみ提出 

 

１ 基本情報 

施設名  

指定期間 年 月 日～ 年 月 日（指定期間 年目） 

指定管理者名  

 

２ 賃金水準の変動に伴うスライド額の反映状況 

□ ①職員の人件費に反映した 

具体的な反映内容 

 

□ ②職員の人件費に反映していない 

反映していない理由 

 

 

３ その他 

  その他、賃金水準の変動に伴う賃上げ等の検討状況や自由意見 

 

 



別紙７-１

【計算シート（ｎ年度の指定管理料スライド額）】

→ ± 円 までは指定管理者の負担とする。

→

〇人件費の増減額（Ｃ）がプラスの場合

※管理費の計算シートへの入力数値

●人件費の増減額（Ｃ）がマイナスの場合

※管理費の計算シートへの入力数値

金額単位：円

－ 1

#DIV/0!

人件費の増減額（Ｃ）と指定管理者負担額（ｃ）を比較し、増減額が負担額の範囲内である場合、スライド額は０円となる。
増減額が負担額の範囲を超える場合、下記計算式により算出される額がスライド額となる。

：

#DIV/0!＝
変動率

常勤職員人件費の

指定管理料　提案額
÷

指定管理料　上限額

#DIV/0!

請負率

A

： － 1

臨時職員人件費の

変動率

臨時職員人件費

増減額

人件費の
： Ａ ＋ Ｃ

#DIV/0!

#DIV/0!

臨時職員人件費の積算額×請負率

＝

指定管理者
） ×

： ｂ
臨時職員人件費の積算額

×
増減額

a

増減額

変動率常勤職員人件費
： a

常勤職員人件費の積算額
×

#DIV/0!
×

#DIV/0!

請負率
＝

： （
負担額

B

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!
×

#DIV/0!
Ｃ #DIV/0!

Ｂ #DIV/0!

指定管理者負担額

指定管理料
： ＝

請負率

スライド額 #DIV/0!
Ｃ #DIV/0!

人件費の
： ＋

指定管理者負担額

人件費の

スライド額
： －

前年度(n-1)の民間給与実態調査の額

指定管理料積算年度の民間給与実態調査の額

＝

＝

請負率

#DIV/0!
#DIV/0!＝

変動率

前年度(n-1)の静岡県最低賃金

指定管理料積算年度の静岡県最低賃金
#DIV/0!＝

#DIV/0!
b

常勤職員人件費の積算額×請負率
#DIV/0!＝1.50% c＋



別紙７-２

【計算シート（ｎ年度の指定管理料スライド額）】

請負率

#DIV/0!

→ ± 円までは指定管理者の負担とする。

→

〇事業費の増減額（Ａ）がプラスの場合

※管理雑費の計算シートへの入力数値

〇事業費の増減額（Ａ）がマイナスの場合

※管理雑費の計算シートへの入力数値

：

指定管理者
： ×

－
スライド額

事業費の

増減額

事業費の積算額×請負率

負担額

事業費の

#DIV/0!

×

事業費の増減額（Ａ）と指定管理者負担額を比較し、増減額が負担額の範囲内である場合、スライド額は０円となる。
増減額が負担額の範囲を超える場合、下記計算式により算出される額がスライド額となる。

＝

事業費の
：

前年度(n-1)の企業向けサービス価格指数
－

変動率 指定管理料積算年度の企業向けサービス価格指数
1 ＝ #DIV/0!

金額単位：円

1.50% #DIV/0!＝

＝

#DIV/0! ＝ #DIV/0!

#DIV/0!Ａ
#DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

変動率

＋

指定管理料
：

指定管理料　提案額
÷

#DIV/0!

事業費の積算額
×

スライド額

事業費の
Ａ #DIV/0!

#DIV/0!Ａ

請負率 0 0 #DIV/0!

請負率指定管理料　上限額
＝



別紙７-３

【計算シート（ｎ年度の指定管理料スライド額）】

請負率

#DIV/0!

→ ± 円までは指定管理者の負担とする。

→

〇施設費の増減額（Ａ）がプラスの場合

※管理雑費の計算シートへの入力数値

〇施設費の増減額（Ａ）がマイナスの場合

※管理雑費の計算シートへの入力数値

金額単位：円

指定管理料
：

指定管理料　提案額
÷

指定管理料　上限額
＝

請負率

請負率 0 0 #DIV/0!

1 ＝ #DIV/0!
変動率 指定管理料積算年度の企業向けサービス価格指数

施設費の
：

前年度(n-1)の企業向けサービス価格指数
－

施設費の
：

施設費の積算額
× ×

増減額

変動率
＝ Ａ #DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!
負担額 #DIV/0!

指定管理者
：

施設費の積算額×請負率
× 1.50% ＝

#DIV/0!

施設費の
Ａ #DIV/0! － #DIV/0! ＝ #DIV/0!

スライド額

施設費の増減額（Ａ）と指定管理者負担額を比較し、増減額が負担額の範囲内である場合、スライド額は０円となる。
増減額が負担額の範囲を超える場合、下記計算式により算出される額がスライド額となる。

#DIV/0! ＝ #DIV/0!
スライド額

施設費の
Ａ #DIV/0! ＋
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【計算シート（ｎ年度の指定管理料スライド額）】

管理費の

スライド額

管理雑費の 事業費スライド額

スライド額 #DIV/0!

金額単位：円

#DIV/0!

経費率
1.0%

： ＋

＝

×

：
人件費スライド額

×
経費率

（
施設費スライド額

#DIV/0!
）

#DIV/0! 10.0%
＝ #DIV/0!



別紙７-５

【合計（令和ｎ年度の指定管理料スライド額）】

１　人件費のスライド額

２　事業費のスライド額

３　施設費のスライド額

４　管理費のスライド額

５　管理雑費のスライド額

●スライド額合計

金額単位：円

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!



（様式）

所管課名

指定管理形態

１　決済端末使用料

２　決済手数料

令和●年 ４月 0 件 別紙のとおり

令和●年 ５月 0 件 別紙のとおり

令和●年 ６月 0 件 別紙のとおり

令和●年 ７月 0 件 別紙のとおり

令和●年 ８月 0 件 別紙のとおり

令和●年 ９月 0 件 別紙のとおり

令和●年 10月 0 件 別紙のとおり

令和●年 11月 0 件 別紙のとおり

令和●年 12月 0 件 別紙のとおり

令和●年 １月 0 件 別紙のとおり

令和●年 ２月 0 件 別紙のとおり

令和●年 ３月 0 件 別紙のとおり

３　負担額
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0

0

0

0

0

0

0

0

0

　　　　キャッシュレス手数料等報告書

施　設　名

0

指定管理者

0

負担額（　A　+　B　） 0円

金額端末導入月経費負担の有無

令和　　年　　月

発生月

0令和●年度における決裁手数料合計

内訳 金額

0

有
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件数 合計額

0 0 決裁種別 件数 金額 手数料率 金額（消費税込）
VISA/Mastercard 0 0 2.95% 0
JCB/ｱﾒﾘｶﾝｴｷｽﾌﾟﾚｽ/ﾀﾞｲﾅｰｽｸﾗﾌﾞ 0 0 3.40% 0
銀聯カード 0 0 3.10% 0
Suica 0 0 2.37% 0
iD 0 0 2.95% 0
楽天Edy 0 0 2.82% 0
WAON 0 0 2.82% 0
nanaco 0 0 2.82% 0
QUIC PAY 0 0 3.40% 0
Pay Pay 0 0 2.95% 0
au Pay 0 0 2.95% 0
メルペイ 0 0 2.95% 0
ｄ払い 0 0 2.95% 0
楽天Pay 0 0 3.04% 0
Jcoin Pay 0 0 2.95% 0
Bank Pay 0 0 2.95% 0
ゆうちょ Pay 0 0 2.95% 0 内消費税額

0 0 0 0
※金額（消費税込）は小数点以下切り捨て

 月令和 年




















































